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決算審査特別委員会の概要について 

（報  告） 

 

１．日  時   令和２年９月１５日（火） 

午前 ９時５５分  開 会 

午後 ３時３５分  閉 会 

 

２．場  所   公会堂 第８・９・１０集会室 

 

３．出席委員   委 員 長  森   三 郎   副委員長  加 澤   明 

委  員  久保田 隆 二   委  員  舩 見 昌 功 

委  員  小比類巻 孝幸   委  員  田 嶋 孝 安 

委  員  遠 藤 泰 子   委  員  下 山 光 義 

委  員  佐々木 卓 也   委  員  奥 本 菜保巳 

委  員  澤 口 正 義   委  員  西 村 盛 男 

委  員  春 日 洋 子   委  員  堀   光 雄 

委  員  馬 場 騎 一   委  員  堤   喜一郎 

議  長  小比類巻 雅彦   副 議 長  瀬 崎 雅 弘 

 

４．欠席委員   な  し 

 

５．説 明 員   市  長 ほか 

 

６．事務局職員   事務局長  村 井 拓 司   次  長  中野渡 孝 英 

庶務係長  織 笠 信 吾   主  査  川 嶋 貴 彰 

 

７．案  件   認定第１号から認定第９号までの計９件 

 

８．会議概要 

森委員長：おはようございます。何か少し早いみたいですけれども、定足数に達しており

ますので、会議は成立いたします。 

 ただいまより、決算審査特別委員会を開会いたします。 

 本委員会には、去る９月１１日の本会議において、認定第１号から認定第９号までの計

９件が付託されております。 

 議案１件ごとに審査してまいりたいと思いますが、これに御異議ございませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

森委員長：御異議なしと認めます。 

 それでは、議案１件ごとに審査してまいります。 
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 なお、質疑は、一問一答方式でお願いいたします。 

 認定第１号令和元年度三沢市一般会計歳入歳出決算認定についてを議題といたします。 

 当局の説明を願います。 

 会計管理者。 

高橋会計管理者兼会計課長：おはようございます。認定第１号令和元年度三沢市一般会計

歳入歳出決算認定につきまして、その概要を御説明申し上げます。 

 令和元年度の予算執行に当たりましては、「未来へつなぐ 心安らぐ 国際文化都市」

を基本理念とした政策を推進するために、限られた財源を最大限に活用しながら効率的・

効果的な予算執行を図るための執行計画を策定するなど、健全な財政運営に努めたところ

であります。その結果、令和元年度の決算総額は、歳入が２３４億３,２８２万５９円、

歳出が２２７億２,５４２万４２１円となり、歳入歳出差引きでは７億７３９万９,６３８

円の黒字決算となりました。 

 なお、翌年度へ繰り越す事業があるため、これに充当すべき財源を差し引いた実質収支

額は６億５,７７７万９,５２３円となり、このうち基金へ３億３,９００万円を繰入れ

し、残りの３億１,８７７万９,５２３円を令和２年度の財源として繰越しするものでござ

います。 

 それでは、歳入の主なるものから御説明申し上げます。決算書の４２ページと４３ペー

ジを御参照願います。 

 １款の市税につきましては、個人市民税が約２１億１,０００万円、固定資産税が約１

９億円などが主なものであり、決算額は４７億８,８８０万４,３８５円となり、歳入全体

に占める構成比率は２０.４％となっております。 

 ８款の国有提供施設等所在市町村助成交付金につきましては、米軍や自衛隊が使用して

いる国有財産のうち対象となる資産の価格や市町村の財政状況などを基に国から交付され

るものであります。決算額は２１億３,２５３万円となり、構成比率は９.１％となってお

ります。 

 １０款の地方交付税につきましては、地方公共団体の税源の不均衡を是正することによ

り、どの地域においても一定の行政サービスが提供できるよう国から交付されるものであ

ります。決算額は５１億２,１６５万２,０００円となり、構成比率は２１.９％となって

おります。 

 １４款の国庫支出金につきましては、事務事業の実施に伴い国から交付されるものであ

ります。主なものといたしましては、施設型給付費等負担金が約７億３,０００万円、有

線放送施設整備事業費補助金が２億１,０００万円、駐留軍等再編対策事業基金費補助金

が約３億１,０００万円、魚市場高度衛生化整備事業費補助金が約２億円、武道館整備事

業費補助金が約３億１,０００万円などで、決算額は４８億５００万２,６０４円となり、

構成比率は２０.５％となっております。 

 １５款の県支出金につきましては、事務事業の実施に伴い県から交付されるものであり

ます。主なものといたしましては、障害者自立支援給付費負担金が約２億１,０００万

円、施設型給付費負担金が約３億２,０００万円、電源立地地域対策交付金が約１億９,０

００万円などで、決算額は１６億７,３６３万８,７８７円となり、構成比率は７.１％と
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なっております。 

 １８款の繰入金につきましては、事業を行う際の財源として、基金から一般会計へ繰入

れをするものであります。主なものといたしましては、財政調整基金繰入金が約５億円、

駐留軍等再編対策事業基金繰入金が約８億１,０００万円などで、決算額は１３億９,９３

３万９,８４３円となり、構成比率は６.０％となっております。 

 ２１款の市債につきましては、事業を行う際の財源として、市が金融機関から長期の借

入れをするものであります。主なものといたしましては、水産物流通機能高度化対策事業

債が１億３,０００万円、三沢駅前広場整備事業債が約１億円、臨時財政対策債が約４億

６,０００万円などで、決算額は１１億５,４３０万円となり、構成比率は４.９％となっ

ております。 

 以上が歳入の概要であります。 

 次に、歳出につきまして御説明申し上げます。４４ページと４５ページを御参照願いま

す。 

 １款の議会費につきましては、決算額が２億２８８万８,９９２円となり、歳出全体に

占める構成比率は０.９％となっております。 

 ２款の総務費につきましては、移住・定住対策費が約１億５,０００万円、有線放送施

設整備事業が約２億３,０００万円、駐留軍等再編対策事業基金費が約３億１,０００万円

などが主なものであり、決算額は３０億２,９９０万３,４８４円となり、構成比率は１

３.３％となっております。 

 ３款の民生費につきましては、障害者福祉サービス給付費が約８億７,０００万円、介

護保険特別会計繰出金が約５億５,０００万円、施設型給付費が約１５億９,０００万円、

児童手当が約５億２,０００万円、生活保護扶助費が約９億２,０００万円などが主なもの

であり、決算額は７０億１,１４３万６,０１３円となり、構成比率は３０.９％となって

おります。 

 ４款の衛生費につきましては、子ども医療費給付費が約１億３,０００万円、病院事業

繰出金が約７億４,０００万円、塵芥処理費が約４億円などが主なものであり、決算額は

１９億８,０２９万９３３円となり、構成比率は８.７％となっております。 

 ５款の労働費につきましては、シルバー人材センター運営費補助金が１,３５０万円、

総合運動場等指定管理料が１,４００万円などが主なものであり、決算額は４,２１２万

６,４６９円となり、構成比率は０.２％となっております。 

 ６款の農林水産業費につきましては、農業集落排水事業特別会計繰出金が約１億９,０

００万円、水産物流通機能高度化対策事業が約２億９,０００万円、魚市場高度衛生化整

備事業が約３億４,０００万円などが主なものであり、決算額は１２億５,８８６万６,８

９１円となり、構成比率は５.５％となっております。 

 ７款の商工費につきましては、立地促進奨励費が約４億円、簡易小口保証特別融資等預

託金が約１億９,０００万円などが主なものであり、決算額は９億９,１０３万７,９８０

円となり、構成比率は４.４％となっております。 

 ８款の土木費につきましては、道路維持費が約３億１,０００万円、三沢川整備事業が

約１億９,０００万円、三沢駅前広場整備事業が約８億４,０００万円、下水道事業特別会
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計繰出金が約５億４,０００万円などが主なものであり、決算額は３２億８,４７０万７,

２５６円となり、構成比率は１４.５％となっております。 

 ９款の消防費につきましては、消防施設整備事業が約２,２００万円、小型動力ポンプ

積載車整備事業が約１,５００万円などが主なものであり、決算額は１０億９,９３２万

１,２６６円となり、構成比率は４.８％となっております。 

 １０款の教育費につきましては、第二中学校屋内運動場天井等落下防止対策事業が約

８,６００万円、武道館整備事業が約３億７,０００万円などが主なものであり、決算額は

２３億４,９８５万２４７円となり、構成比率は１０.３％となっております。 

 １２款の公債費につきましては、元金償還費が約１３億８,０００万円、利子償還費が

約９,０００万円などが主なものであり、決算額は１４億７,４９９万８９０円となり、構

成比率は６.５％となっております。 

 以上が、令和元年度三沢市一般会計歳入歳出決算の概要であります。よろしくお願いい

たします。 

森委員長：それでは、質疑を行います。 

小比類巻委員：よろしくお願いいたします。 

 この歳入歳出決算書の項目ごとに質問させていただきたいと思います。私から３点、３

項目、ちょっと質問させていただきたいと思います。 

 まず、１４３ページです。ここの項目で、２８番、東日本大震災復興推進基金費という

ことで、令和元年度は、１万３９３円支出されている。この東日本大震災からの復興、こ

の名前のとおりだと思うのですけれども、この基金の現在の運用状況をまずは教えてくだ

さい。 

種市防災管理課長：お答えをいたします。 

 東日本大震災の基金につきましては、現在、８,３５７万５,７６９円ございまして、運

用につきましては、近年では備蓄食料等の充当に充てております。 

 以上でございます。 

小比類巻委員：ありがとうございました。 

 こういう名前ですけれども、今現在は、これからの災害に備えての備蓄品を備えるため

のお金にしているということですね。ありがとうございます。私も実は、もう東日本大震

災、来年には１０年を迎えると。被災地でも、これから復興ではなくて、復興から、これ

から次の備えに移行する時期だという話があります。それで、こういう名前をずっと残し

ておくのか、質問ではありませんけれども、どちらかというとお願いですけれども、こう

いう名前ではなくて、これから来年度以降、そういう災害への対策基金だというような形

で東日本大震災の流れは引きずらない基金として、今の使途、非常にいいと思いますの

で、そういう形で運用していっていただければと思います。よろしくお願いします。 

 では、次の質問にまいります。１６７ページ、項目の１５なのですけれども、プレミア

ム付商品券の事業費ということですけれども、このプレミアム付商品券、当時は低所得者

８,０００人、ゼロ歳から３歳の子育て世帯１,２００人対象ということで実施したと思い

ます。この成果、どのくらいの実施率だったのか、ちょっと教えてください。お願いしま

す。 
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篠田福祉部参事兼福祉部長心得兼生活福祉課長：それでは、プレミアム付商品券の成果で

ございますが、当初は先ほど委員がおっしゃったように、９,２００人を対象としており

ましたが、引換え申請書を低所得者に送りまして、それによって申請された方は、２,２

６１人ございました。申請した後に商品券をお渡しする引換券をお渡しするのですが、そ

れとは別に子育て世帯の方については、申請書がなくて引換券を直接渡すという形になっ

ておりまして、最終的に引換券を発送された方は３,３１６人ございます。それで、非課

税世帯につきましては、審査がございましたので、審査での対象にならなかった方が１２

２名いらっしゃいます。なので、最終的な該当者が、低所得者を含めて７,３８９人ござ

いまして……ちょっと待ってください。購入された方は、成果報告書……、失礼しまし

た。最終的に引換券によりお買いになった金額がですね、４,８３３万６,８００円の購入

がございました。 

 成果としては、以上でございます。 

小比類巻委員：ちょっと今の数字だとぴんとこないのですけれども、予算として、補正予

算、当初予算から実際の実施額、支出済額が非常に開きがあると。４億円から２億円台と

いうことで、ちょっと聞いてみたのですけれども、当時の新聞報道を見ると、三沢が他市

町村よりも低いと。３３.３％という、新聞で残っているところの数字では低いというこ

とだったようです。だと思っていたのですけれども、このプレミアム付商品券、実は今、

コロナ対策でも今度は食事券ということでやっているのですけれども、こういうのやると

きにこういうプレミアム付商品券のような、要は経済対策するときにこの商品券対策とい

うのは三沢では去年やったのは非常に低調だということなのですけれども、どういう対策

を取ってこれを盛り上げようとするのか。ちょっとそこの考え方があれば教えてほしかっ

たのですけれども。 

篠田福祉部参事兼福祉部長心得兼生活福祉課長：すみません、先ほどの説明、もう１回詳

しく御説明いたします。 

 当初、９,２００人としておりましたが、あとプレミアム付商品券やっている最中に、

国のほうから売上げが低迷しているということで、当初９,２０４名から５６％の５,１４

９人の補助金になってしまったということでございます。５,１４９人で、その補助金が

２,５７４万５,０００円であったのですが、最終的にそれでもさらに購入する方が少な

かったということで、最終的な購入延べ人数が２,５４０人となりまして、最終的にプレ

ミアム分の補助金は１,２０８万４,２００円となったところでございます。 

 先ほど、低迷しているということでございましたが、このプレミアム付商品券につきま

しては、実際、販売の期間が５か月ございました。申請の期間も二、三か月の申請期間

持っていたのですが、それによって実際購入が５か月だったものですから、売上げが結構

あるものだと思っていたのですけれども、実際蓋を開けてみると、三沢市に限らず全国的

に購入が低迷していたということでございます。 

 以上でございます。 

小比類巻委員：それは、三沢の市民の方々の考え方でそういう結果になったのか、やり方

が悪かったのか、そこの分析が必要だと思います。今、先ほど言いましたように、商品

券、食事券やってますけれども、やり方、方法変わってますよね。郵便局で販売したり、
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第１期、第２期を設けて、必要な方に多く渡るようにするとか、そういう工夫されている

と思いますので、ぜひこれ、市民のために、経済的に回ることなので、ぜひよろしくお願

いいたします。 

 すみません、ここの部分で、商品券のあれもそうなんですけれども、行き渡り方もそう

なんですけれども、システムですね。このシステムのほうの予算を見ますと、システム改

修業務委託費と発行事業運営業務委託費、合わせて１,０００万円近く、４００万円と６

００万円、１,０００万円以上かけているですけれども、このシステムは、今回のコロナ

対策、例えば１０万円給付ですとか、そういう商品券とか、そこにこのシステムは今年は

使われているのでしょうか。要は市の資産として運用されているのでしょうか。ちょっと

そこのところを聞きたかったです。 

長根経済部参事兼産業観光課長兼新型コロナウイルス感染症対策支援室室長補佐：ただい

まの御質問、福祉事務所のほうで使ったシステムが今回の一律１０万円の給付に使えな

かったかという御質問だと思います。それにつきましては、４月２０日に閣議決定されて

一律１０万円と決定された時点で、市で使っている住民基本台帳を扱っている業者と検討

しましたが、使えないということで活用はできておりませんでした。 

 ただ、今後については、機械があっても使えないというだけではなくて、ソフト、ちゃ

んと開発していただいて、使えるようなお願いを業者のほうにこれから頼まなければなら

ないなと考えてございます。 

 以上です。 

小比類巻委員：今ちょっと、今回のコロナ対策にこの去年の、せっかくお金かけたシステ

ムが使えていないという答弁で、ちょっと私のほうも、いや、どうしてなのかなと思うの

ですが、このシステムも、一つのことに特化して業者にそのソフトウェアとか構築頼む

と、そういうことになっていくのではないかと思います。国のほうの制約とか予算の制約

とかあるとは思うのですけれども、ぜひ汎用的に、こういう災害ですとか、これは続きま

すので、毎年あるものだと思って、市民のそういう情報提供ですとか市民へのそういう

サービスに。どうしても住所ですとか、ソフトの入替え、そこにお金かかると思いますの

で、こういうシステムは、しっかり毎年構築して、準備していただきたいと思います。こ

れはお願いです。ありがとうございます。 

 では、よろしいですか。あと３点目、２６１ページです。これ、ちょっと額は小さいの

ですけれども、２６１ページの項目２番のずっと下のほうですね。備考の中で、２、学務

費の（３）保障費として、学校規模適正化検討委員会委員謝礼とあります。初めてちょっ

と聞く名前なのですけれども、この検討委員会のですね、名前だったのでちょっと聞きた

いのですけれども、この委員会がいつ設立されて、どのような目的で発足しているのか、

ちょっとお聞きしたいのですけれども。 

村上学務課長：それでは、質問にお答えしたいと思います。 

 まず、いつということですが、昨年の９月に発足しております。そして、昨年度から今

年度に向けての２年間で、この委員に任命しております。現在、４回の検討委員会の検

討、終わりました。以上です。 

小比類巻委員：趣旨。 
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村上学務課長：すみません。それではその趣旨、目的に関してですが、まず二つの背景が

あります。１点目は、急速に進展化するこの少子化の問題。それから二つ目は、市全体の

居住地域が変わってきた、つまり密集地域が以前と比べて大分様変わりしてきたという背

景があります。この問題は、全国的にも同じようなことがありまして、全国的に適正化検

討委員会が立ち上がって、学校の規模について検討する市町村が増えております。三沢市

でも、今のような背景から、昨年度からやはり三沢市の将来、２０年、３０年後の将来を

見据えて、適切な学校規模はどうあればいいかということを現在も検討を続けておりま

す。 

 以上です。 

小比類巻委員：すみません。そういう適正化ということですが、まずその委員ですね、ど

ういう方がどのくらいの規模で、どういう方で委員構成してこの委員会を運営しているの

か。また、その委員会で、もう４回やられているということで、意見が出ていると思うの

ですけれども、ちょっとその意見が、私も聞いたことがないですし、その意見がどんな意

見が出ていて、その意見に対して教育委員会はどのような、具体的にアクションを起こし

たのか、ちょっと事例がありましたら教えてください。 

村上学務課長：それでは、２点御質問頂きましたのでお答えしたいと思います。 

 まず、委員についてですけれども、やはり広く多くの方から意見を頂くために、地域の

代表者、それから学識経験者、それから保護者の代表者、学校関係者それぞれの分野から

御推薦を頂いた方９名で構成しております。 

 なお、様々な御意見を頂いた後は、今後、三沢市教育委員会として学校規模適正化に向

けての基本方針をお示ししたいと考えております。 

 それから、具体的な内容ですね、今までどのようなことが話されてきたかということに

関してですが、主な内容としては、今現在の児童生徒数、それから２０年、３０年後の児

童生徒数の推移を見ながら、国の基準に照らし合わせて、今の学校規模の大変よいとこ

ろ、利点及びやはり問題になっているところ、つまり課題について話し合っております。 

 もう少し詳しくお話ししますと、例えば少子化が進む学校が何校かあります。これが

ずっと、今後もずっと続いていくことによって、固定化された人間関係が続くことへの懸

念とか、やはり切磋琢磨する機会が減少するというような懸念も委員の中からは出ており

ます。また、逆に規模が大きくなって、どんどん人数が増えてくる学校もあります。これ

に関しては、やはり児童生徒の状況を細かく先生方一人一人が入っていっているかなと。

小規模に比べると、そこは若干薄くなるのではないかという懸念、それから児童生徒が増

えることによっての教室不足なども意見の中に出ております。さらに付け加えると、やは

り国の基準という数字だけで学校云々かんぬんするというような議論にはならないでほし

いという意見も出されておりました。 

 以上です。 

小比類巻委員：どうもありがとうございます。今現在の議論では、学校規模の格差によっ

て、教育環境ですとか内容に差が生じたり、子供たちに影響がないようにというような話

でしたけれども、そこは理解しました。 

 ただ、適正化検討という委員会の名前、これを見ると、これから、今学校規模の格差の
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話も出ました。小中学校の統廃合、この言葉が物すごくよぎる委員会なのです。そういう

ことがあると、やはり地域に必要なそういう教育の場が失われる、もしくは大規模になり

過ぎて様々な問題が生まれる。あると思います。この統廃合までここで検討、もし意見が

出たら、もしくはこれからそういう少子化進んだらやるのでしょうか。ちょっとそこまで

……。 

村上学務課長：それでは、今の御質問にお答えしたいと思います。 

 現在行われております適正化検討委員会は、特定の学校とか特定の地域について具体的

な検討をしているのではなくて、あくまでも市全体の全ての学校を対象にして、国の基

準、人数、学級数に合わせて今の学校が非常に、先ほどもお話ししましたように、いい部

分、非常にうまくいっている部分、そしてまた課題になっている部分について検討してお

ります。今、委員のおっしゃるとおり、今後、様々な意見を踏まえて、それから子供たち

の人数の推移を踏まえて、今、しかるべき適切な時期に教育委員会として基本方針を示し

ていくという今の段階になっております。 

小比類巻委員：すみません。今の話は、統廃合も必要であれば検討するというような話

に、解釈に聞こえました。そういうふうに解釈しました。 

 おっしゃられるような大きな問題、これは県ですとか高校の統廃合でよくありますけれ

ども、そういう発表がなされてから地元のほうで、市民のほうで検討して問題化するとい

うようなことがちょっと続いているような気がします。そうではなくて、今おっしゃられ

ているように、そういう委員会を先に立ち上げて、問題を市民の方々、学識経験者含めて

ちゃんと検討した上で、大きな問題はどんどん地域に発信しながら解決していってほしい

と、進めていってほしいと思います。これはお願いです。よろしくお願いいたします。 

 私からはこれで終わります。 

舩見委員：おはようございます。私から、成果報告書の９ページ、普通税、法人市民税の

項目で１５％前年比で減少となっておりますが、理由として、企業収益の減少等々ござい

ますが、これに対しては分かるのですが、これに企業の倒産とか休業とか、そういうもの

は含まれているのかお教えください。 

伊澤税務課長：ただいまの御質問につきましてお答えいたします。 

 こちらの１５％の減に関しましては、企業の倒産であったりというものではございませ

ん。 

 以上でございます。 

舩見委員：ありがとうございます。倒産等ないことは大変いいことですが、企業誘致で４

億７００万円ほど奨励金を交付していると思いますが、当市において新規の企業誘致の成

果はございますか。大変誘致というのはシビアで、水面下で動いたり、難しいところもご

ざいますが、新規の企業誘致あれば教えていただきたいと思います。 

長根経済部参事兼産業観光課長兼新型コロナウイルス感染症対策支援室室長補佐：ただい

まの新規の企業誘致はあるのかということでよろしいかと思います。現在のところ、新規

の企業誘致の予定はございません。 

 以上です。 

舩見委員：新規で企業誘致することは大変難しいと思いますが、市長はじめトップセール
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スで新たな雇用を生み出して、三沢市民の働ける場所の拡大を、そして市税、法人税の収

入減少を防いで、増加、少しでもできるよう、お願いいたします。 

 次に、決算書の５ページ、合計のところですが、不納欠損額が１億７,０００万円ほど

ございますが、不納欠損は多分お亡くなりになったり、宛所不明とか、滞納処分警鐘して

も資力の回復は望めなかったり、資産に乏しく有効な徴収手段がないものと思いますが、

私初めての決算委員会で、この厚い決算書読ませていただいて、不納欠損について少し詳

しく内訳等教えていただけますか。 

伊澤税務課長：ただいまの御質問につきましてお答えをいたします。 

 決算書御覧いただければ１,７００万円不納欠損がございます。不納欠損につきまして

は、地方税法のほうで定められておりまして、先ほど委員おっしゃっていただいたとお

り、もう何年にもわたって居場所が分からないとか、既にもう亡くなっている方であった

りとか、もう時効が５年を過ぎてしまっているという方につきましては、不納欠損という

ことで、このような額で落としております。そのようなことがないように、税務課といた

しましても、滞納者の方については逐次御相談をしていただいて、分納という形で納めて

はいただいているのですけれども、それがかなわない、宛所不明であったりとか、そうい

う形の方々に対しまして不納欠損で落としているということでございます。 

 以上でございます。 

舩見委員：すみません、先ほど１億７,０００万円と言ったのですが、１,７００万円の間

違いでした。こんな大きい額あまり見ないので。訂正いたします。 

 徴収権の時効、消滅とか迎えている場合も、５年間、あると思いますが、もしかしたら

見落としている部分があるかもしれないので、大変心苦しいお仕事とは思いますが、完全

に迎えてないものを見直す、あるかもしれないので見直していただければと思いますし、

納税されている方々の不信感や、中にはお怒りになられる方もいると思いますので、公平

・公正な納税をぜひよろしくお願いいたします。 

 また、この不納欠損額につきましては、年間、前年や前々比でどのような推移になって

いるか、分かる範囲で教えていただければと思います。 

伊澤税務課長：ただ今の御質問にお答えいたします。 

 前年との比較ということになりますが、ちなみに金額で言いますと昨年度、３０年度は

１,８００万円、２９年度は２,４００万円ということで、元年度につきましては、お伝え

したとおり、不納欠損の額自体も下がっているということになります。 

 以上でございます。 

舩見委員：ありがとうございます。年々減っているということで、税務課職員の皆さんの

仕事のおかげだと思います。これからもどうぞ、ひとつ公平・公正な納税をよろしくお願

いいたします。 

 次に、決算書の１３１ページ、９番交通防犯対策費の２番の運転免許証自主返納支援事

業費について、警察と連携して行っていると思いますが、支援券とありますが、支援券の

中身についてホームページで調べましたら、大変探しにくい、２個、３個クリックしない

とたどり着かない場所にありましたが、改めて支援券の内容についてお教えください。 

織笠市民生活部参事兼生活安全課長：ただいまの運転免許証自主返納事業についての支援
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券の内容についてお答えいたします。 

 運転免許証の返納事業は、加齢や疾病などにより運転に不安のある方、高齢者の方々が

運転免許証を自主返納しやすい環境づくりを図るために実施しております。 

 支援の内容といたしましては、バス利用券、それからタクシー券、それから商品券、そ

れらの中から１種類または２種類で、合計１万円分プラス運転経歴証明書の交付を希望す

る方には、その交付手数料とその写真代ということでプラス２,０００円で、最大１人１

万２,０００円分の支援を行っております。 

 以上です。 

舩見委員：ありがとうございます。成果報告書のほうに人数が載ってまして、１６０名と

ございます。これは、令和元年の実績で、平成３０年から始まっていると思いますが、３

０年の人数をお教えください。 

織笠市民生活部参事兼生活安全課長：運転免許の返納の人数ですけれども、少々お待ちく

ださい。元年度が１６０名に対して、平成３０年度は１０７名でありました。 

 以上です。 

舩見委員：前年度１０７名、元年度１６０名と少し増えていますが、多分高齢者、７０歳

とか８０歳以上の方が多くなると思います。周知として、恐らく広報誌やホームページ

等々でしていると思いますが、なかなか探しづらかったりすると思いますので、今後も啓

発活動として、チラシを広報誌に入れるとか、スーパーにポスター貼っていただくとか、

そのような啓発活動をしていただきたいと思いますし、また青森県警とも連携していると

思いますので、県警のホームページを見ていくと三沢市の商店街でも空街ポイントの５倍

サービスとかございますので、その辺も周知していただければと思います。これからもよ

ろしくお願いいたします。 

 最後になりますが、決算書の１２９ページ。私、１年生議員ですので、ちょっと昨年の

こと分からないので、質問させていただきます。６番の１１番、政策管理費のところの

（５）委託料で、堀口地区まちづくり計画策定とその下のほうに仮称三沢市堀口焼山地区

まちづくり計画とございますが、そこについて詳しく教えていただけますか。 

大塚政策調整課長：堀口地区まちづくり計画の策定についてお答えいたします。 

 堀口地区、通称焼山地区と言われている地区でございますが、この地区は農業振興地域

の農用地区域に指定されている地域でございます。当該地区は、優良な農地でありながら

も、市街地に隣接しているとともに幹線道路等の都市基盤が整っているということで、ま

た当該地区には既に商業地として利用されている箇所があるということで、農用地以外で

の土地の利用の価値の可能性があるということから、今後のこの地区の土地利用の方向性

を検討するために内部資料として、現在の各種土地利用計画等を整理しまして、土地利用

の方向性を検討するための資料として発注したものであります。 

 以上でございます。 

舩見委員：農地をということですが、農地を住宅地や商業地への転用というのも視野に入

れて考えての調査なのでしょうか。 

大塚政策調整課長：この農地の転用も踏まえてとの質問にお答えいたします。この地区に

つきましては、農業振興地域の農用地区域に指定されておりますので、まずは農業振興地
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域の指定を剝ぐという作業から始めまして、農地転用も踏まえたこの地区の開発について

検討しているものであります。 

 以上でございます。 

舩見委員：農地転用を考えての、剝ぐというお答えですが、実際、ここに調査している場

所に、何か商業施設や、もしくはそれに、規模は分かりませんが、そのような大型、中型

の商業施設が建つ計画があるのかどうか教えてください。 

大塚政策調整課長：今現在、そのような民間事業者の開発ということでは、数件来ている

のは事実でございますが、今後、この土地の利用計画につきましては、内部で検討してい

きながら、あるべき三沢市の、このまちの姿というのを明確にして定めていきたいと考え

ております。 

 以上でございます。 

舩見委員：お答えいただき、ありがとうございます。農地ですが、商業地あれば、今コロ

ナで数件業者来ておっても、話がまとまらなかったり、進まないことがあると思いますの

で、もし三沢市にとって有効なお話があれば、地区の発展にもつながると思いますので、

早め早めに対応いただければと思いますし、こういう問題は、担当課だけでなく、市とし

て前向きに検討いただければと思います。 

 私からは以上です。 

佐々木委員：それでは、私のほうからは、財政状況に関連して２点ほどお伺いしたいと思

います。 

 まず、経常収支比率についてであります。成果報告書の１８ページに、その下のほう

に、健全化判断比率として、実質公債費率１０.１％、将来負担比率７４.７％ということ

で、前年度よりもいい数字になっていると、改善されているというふうなことで、これは

すばらしいことだと思います。ただ、ちょっとその上の経常収支比率については、昨年の

９１.２％から９２.３％に、悪化と言えばあれですけれども、変わっております。下がっ

ております。そういう意味で、類似団体９３％、資料にありましたが、それに比べれば下

回っているわけなのですけれども、まず、この数値、悪化した要因についてお知らせ願い

たいと思います。 

栗原財政課長：それでは、経常収支比率の増についての質問にお答えいたします。 

 経常収支比率についてですが、今年度、令和元年度の実績といたしまして、他会計への

繰出金の増と、あと扶助費の増あたりが主な要因じゃないかと考えております。歳入のほ

うも市税が増えてはいるのですけれども、それほど上がってなかった。歳出のほうの増に

カバーできてなかったので、どうしても比率はちょっと上昇しているところであります。 

 以上です。 

森委員長：もう１回説明願います。はっきり。 

栗原財政課長：すみません。では、もう１回。 

 経常収支比率の増についてお答えいたします。 

 まず、原因といたしましては、他会計への繰出金の増、それから扶助費のほうの増が主

な要因だと考えております。分母となります収入のほうなのですけれども、市税のほうは

増えてはいるのですけれども、支出のほうの増のほうが大きかったので、比率としては
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ちょっと上昇になってしまってるということになります。 

 以上です。 

佐々木委員：ありがとうございました。 

 歳入のほうについては、市税等も増えているというようなことで、主に歳出のほうの他

会計への繰出金の増、それから扶助費の増が考えられるということでありました。まず、

これについては、できるだけ下げていったほうがよろしいのですけれども、この市長に対

して監査委員から提出されました決算審査意見書、これの３ページには、中ほどにこの経

常収支比率について、「財政硬直化危険ラインの９０％を僅かに超えている。直ちに危険

と判断されないが、改めて縮減が求められるところである」と言及されています。そこ

で、この経常収支比率の縮減について、今回の増の要因は繰出金の増というふうなことも

ありましたけれども、市として今後、どのように取り組んでいくのか、基本的な考え方、

お伺いしたいと思います。 

栗原財政課長：御質問にお答えいたします。 

 確かにこの比率は高くなってしまいますと、財政構造の硬直化が進んでしまいますの

で、今後といたしましては、やはり経費の抑制を図りながら財源の確保を努めていかなけ

ればならないと考えております。 

 以上です。 

佐々木委員：ありがとうございました。経費の抑制と財源の確保、ぜひ頑張っていただき

たいと思います。 

 昨今、特別会計のほうに関しての繰出金の増等により、ほかの市でも結構病院等に繰出

しが増えているだとかという、基準外でやっているだとかいろんなことがあるのですけれ

ども、その辺全部含めながら、ぜひこの経常収支比率、１００％に絶対ならない、できれ

ば９０切るような形になっていければと思います。ぜひ、よろしくお願いいたします。 

 それからもう１点なのですけれども、成果報告書の１ページにですね、冒頭部分に財政

運営の状況ということで記載がございます。「当市の財政状況については、決算において

実質収支の黒字が続いているが、子育て施策の充実、高齢化の進展などに対応する社会保

障施策に要する経費や、公共施設の老朽化に伴う大規模改修に要する経費の増加などが見

込まれており、依然として厳しい財政環境に置かれているのが現状となっています」と記

載されています。大きな項目で三つの経費の増等が見込まれるということが書いてあるの

ですけれども、その中で私は特に公共施設の老朽化に伴う大規模改修に要する経費の増加

に注目したいと思います。 

 市のほうでは、平成２９年３月に三沢市公共施設等総合管理計画を策定して、今後、２

９年３月以降、３０年間で維持更新費用を５３１億円削減するという目標を掲げておりま

す。そこで、この計画に定められている公共施設等の適正管理に係る実施方針、９項目の

取組が掲げられているのですけれども、現在の主な取組状況についてお知らせ願いたいと

思います。 

栗原財政課長：公共施設、その管理計画の取組状況についてお答えいたします。 

 現在ですけれども、総合管理計画のほうで掲げている適正管理に係る実施方針などを踏

まえまして、各施設ごとの個別の計画を今年度中に策定できるように、現在作業を進めて
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いる状況であります。 

 以上です。 

佐々木委員：今、取組状況ということで、今年度中に各施設ごとの計画をつくっている最

中だということなのですけれども、さっき申しましたように、２９年３月に策定してもう

３年が経過しています。３０年といっても、あっという間とは言いませんけれども、もう

３年過ぎているということなのであります。そういうことから、もう毎年予算編成だと

か、それ以降３年間やってきたわけですから、この現時点で、せめて何か維持更新費用

で、何か削減額の効果額が出てきているというふうな具体的な事例だとかはございません

か。お伺いします。 

栗原財政課長：公共施設の管理計画に伴う効果額なのですけれども、管理計画自体では、

３０年間で５３１億円を削減するということで計画しているのですけれども、現在進めて

いる個別施設計画において、５年をめどに進捗の管理を実施するということでありまし

て、現時点でまだ効果額に関しては算定していない状況となっております。長期の計画の

ために、今後の様々な社会情勢の変化に伴って、効果額についても変更なども生じてくる

と考えられますので、施設の所管課と連携しながら、将来を見据えて施設の廃止や統廃

合、費用対効果などを踏まえた形で、効率的な施設の管理に努めてまいりたいと考えてお

ります。 

 以上です。 

佐々木委員：ありがとうございました。 

 まだ個別計画の策定中ということもあって、まだ効果額が出てきていないということ

で、今後は担当課、所管課とのそれぞれの連携を図りながらというふうなことで取り組ん

でいきたいと。社会情勢の変化等にも対応していきたいということでした。 

 このことについては、ぜひともこの効果額５３１億円に向けて、ぜひとも職員一丸と

なって取り組んでいただきたいと思いますし、その結果、持続可能な健全財政の構築とい

うところ、その辺のところを願って終わりたいと思います。 

 よろしくお願いいたします。 

田嶋委員：まずは、歳入の部分で決算書からなのですが、４８ページ、４９ページのとこ

ろになります。初歩的な部分になるのかもしれませんが、１款５項１目で入湯税がござい

ますが、この入湯税について伺いたいと思います。この入湯税の内容ですが、どのような

ものになっているのかと、この入湯税の最初にできた内容としてのものがお分かりになり

ましたら教えていただければと思います。よろしくお願いします。 

伊澤税務課長：ただいまの御質問につきましてお答えをいたします。 

 入湯税につきましては、今現在入湯税をお支払いいただいている施設に関しましては、

市内２施設になります。これは、入湯税につきましては、温泉施設であって利用されてい

る方々について１５０円等々の税金がかかるという形になりますので、月々各施設のほう

から御利用された方々分ということで、入湯税が歳入として入ってくるということになり

ます。 

 以上です。 

田嶋委員：ありがとうございます。 
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 金額を見ると、余り大した金額ではないというような感じもしながら、この金額に対し

て、ちょっと何か違った考え方ができないのかなという感じを受けさせていただいており

ます。今のところ、ずっとこの入湯税があったというふうに感じますが、やはり市民の健

康促進という意味合いで考えると、この温泉ですとか、そういった場所場所というもの

は、もっともっと市民に還元するべきものなのかなと感じた次第です。やはり市民の方々

が健康でいらっしゃるということになりますと、健康寿命が望めるのではないかという観

点から考えると、もっともっとこの入湯税、金額が少しであるということも考えますと、

もっと市民の方々に還元した考え方ができないのかなというように感じた次第です。 

 その点につきまして、これ、お風呂に入ったから健康が伸びるというようなことを言え

るわけではありませんが、しかしながら健康につながるものではないのかなという感じも

して、ここの入湯税に対して今後の見通しというものに対してお伺いしたいと思います。

よろしくお願いします。 

伊澤税務課長：ただいまの御質問は、今後の入湯税の歳入の見通しということでよろしい

でしょうか。 

 先ほど申しました２施設ということで、年々実際のところ、入湯税の歳入に関しては

減っているということになります。三沢市内、各銭湯ですね、公衆浴場に関しましては、

この入湯税は含まれておりません。温泉施設、宿泊を伴う温泉施設で利用された方の１５

０円ということになりますので、実際の公衆浴場のほうで、幾ら、何人利用されているか

というのは、こちらではちょっと把握はできませんけれども、年々利用者数に関しまして

は減っているので、ちょっと急激に伸びるということは考えてございません。 

 以上でございます。 

田嶋委員：ありがとうございます。 

 この内容につきまして、今後、何か別なものでの税収ということを検討することも必要

なのではないかなというような感じを受けながらおりましたので、もし検討できる余地が

あれば御検討いただければと思います。 

 続きまして、成果報告書から質問をさせていただきたいと思います。 

 ８１ページで、雇用創造推進事業費ということで、起業化支援事業費補助金ということ

で１８４万５,０００円の予算がついております。ここの成果につきましてお伺いしたい

と思います。よろしくお願いいたします。 

長根経済部参事兼産業観光課長兼新型コロナウイルス感染症対策支援室室長補佐：お答え

いたします。 

 雇用創造推進事業のお尋ねだと思います。これは、起業支援の事業費、補助金がもろも

ろとなってございます。この起業支援といいますのは、新たに市内に起業を図る事業所、

または新分野への進出を図る事業を支援することによって、その雇用創出及び所得の向上

に資することを目的としてございます。起業を目指す方の初めの一歩を後押しするための

補助金となってございます。昨年度で採択したのは２件ほどでございました。一つは書い

てありますとおり介護施設の支援事業所の開設と、一つは洋食テイクアウト専門店の開業

ということでの実績で掲載してございます。 

 以上です。 
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田嶋委員：ありがとうございます。 

 先ほど舩見委員からも話がありましたが、企業誘致という部分で、今現在企業誘致に対

してということでは見込みといいますか、予定がないというお話がありました。非常に

今、仕事の内容というものも、新しいものがどんどん増えていかなければいけない、また

今現在ある職業がなくなるかもしれない、そんなような時代になってきている中で、起業

化という部分に関しては非常に重要性が高いものだというように感じております。 

 その中で、この起業化支援事業というものは、非常に重要性が高いものだというように

感じておりますが、今後について、この起業化支援事業につきましてどのようにお考えに

なって進めていかれるのか、予定がありましたら今現在進んでいる状況もありましたら併

せてお伺いしたいと思います。よろしくお願いします。 

長根経済部参事兼産業観光課長兼新型コロナウイルス感染症対策支援室室長補佐：この事

業が今後どういうふうに進めていくのかということでございます。 

 この支援事業費補助金につきましては、今後も継続していきたいと思ってございまし

た。 

 あと、先ほどお話の中で企業誘致の話が出ました。先ほど私、舩見委員に対しては予定

がないと申したのは、直接的には交渉しているところはないということでございまして、

ただ今後は、県のほうにも重点要望ということで挙げておりました航空機産業だけに限定

したものではなくて、それらを含めて要望しているところでございまして、現在交渉して

いる誘致企業はないけれども、今後は、誘致企業の活動は進めていくという意味でござい

ます。 

 以上でございます。 

田嶋委員：ありがとうございます。 

 誘致企業の内容とすると、今現在、そのようなことで話を出しているというところだと

思いますが、やはり今の個人事業主といいますか、起業をされている方で、やはり県内で

も発信されている起業された方が、やはり三沢にいらっしゃるという状況の中で、もっと

もっとそういった方々を支援しながら、そして起業に結びつけるような状況をつくってい

かなければいけないのではないのかなと感じております。 

 そんな中で、さらに進めるという状況ではあると思うのですが、何かもっと施策的なも

のとして考えられていることがないのかどうかお伺いしたいと思います。よろしくお願い

します。 

長根経済部参事兼産業観光課長兼新型コロナウイルス感染症対策支援室室長補佐：お答え

いたします。 

 何か今後施策的なものがないかということの御質問でよろしいかと思います。今年の春

に県のほう、誘致企業の担当者と話をしてきたところでございます。今求められているの

は、テレワークでどこか小さい、企業誘致って大きい製造業だけをイメージしているとは

思いますけれども、小さい一室があれば今はパソコンによって仕事ができている、また、

今回のこのコロナの影響によって、テレワークやテレビ会議等が注目されております。ま

た、東京のほうでは、パナソニックの大きい会社がコロナ禍を避けるためにどこか地方の

ほうへいったということもございます。まさに今、そういう製造業だけではなくて、企業
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を取り込む、コロナの影響を逆手に取って、企業を取り込むいいチャンスだと考えてござ

います。例えば、新産業創造支援センターのいい部屋がございます。これは、起業をする

特殊な技術を持った方々が使うような、条例上そうなっておりますけれども、必要であれ

ばその条例も変更しながら、あらゆる活用できる場所を提供できるようにしていきたいな

と思ってございます。当然、新産業創造支援センター、条例上、必要とされる方々が制限

されておりますので、その辺の変更が必要であれば、逆に議員方の御賛同を頂いて、変更

するべきところを変更して進めていきたいなと考えております。 

 以上です。 

田嶋委員：ありがとうございます。 

 すみません、言葉の使い方悪い部分で、起業、企業で、起こす起業と、あと会社的な部

分で企業という部分のお話の中で、私の質問の仕方がまずかったかもしれませんが、起こ

す起業の部分、ぜひとも今後も、つくりながらこの市の発展につなげていただくような事

業を展開していっていただければと思います。 

 すみません、最後になりますが、ちょっと戻りまして２５ページになります。今現在も

進んでいる内容のものにもなって、大変喜ばれているものだというように思っております

が、２５ページで、地産地消わんぱく家族米支給事業についてお伺いします。この内容に

つきまして、ちょっと一般の方から聞かれた内容で、このお米３０キロを配っているとい

う話にして、３０キロ持っていくの大変だよねという話をされながら言われたところもあ

りましたが、このお米について１５キロですとか、そういった形でお配りしている状況が

ありますが、これ、一気にそのお米を３０キロだったら３０キロなりをお配りするという

ような流れで進めているものなのかを確認させていただきたいと思います。よろしくお願

いします。 

長根子育て支援課長：わんぱく家族米の支給の状況ですね、どのような形でということで

お答えいたします。 

 こちら、お子様１人に１５キロということで支給させていただいておりますが、お米の

鮮度、玄米から白米にしておいしく食べれるというのが、ＪＡのほうではおおむね１か月

程度ということをおっしゃっております。そういったこともございまして、一度に１５キ

ロを引き換えるのではなくて、また車で引き取りに行く際にも、一度に１５キロではなか

なか重くて大変だということもありますので、一度に５キロであったり、１０キロであっ

たりと数回に分けて、家のお米がなくなったら取りに行くというような流れで引換えでき

るような形を取らせていただいております。 

 以上でございます。 

田嶋委員：ありがとうございます。 

 本当あれですよね、いざ持とうと思うと非常に重いものにもなりますので、お子さんも

いながら一緒に取りに行かれる方もいらっしゃる中では、本当に一気にということであれ

ば大変だなというのもそうですし、また今おっしゃっていただいたように鮮度ということ

でも考えると、やはり少しずつという状況があると大変ありがたいなという部分では喜ば

れている一つなのかなというのを感じさせていただきました。 

 ちなみに、独り親世帯、３人以上世帯ということで書かれてありますが、この世帯数に
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ついて、何世帯ぐらいの方が対象になっているのかということに関して確認させていただ

きたいと思います。よろしくお願いします。 

長根子育て支援課長：世帯数の状況でございますが、こちらの件数がちょうどその世帯数

に該当することになりますので、全体では１,１２０世帯ということになります。 

 以上でございます。 

田嶋委員：すみません。分かりました。その状況にして、対象の世帯数が１,１２０件と

いうことで、この世帯全体の方々がこの内容を頂いている状況にあるのかを確認させてい

ただきたいと思います。よろしくお願いします。 

長根子育て支援課長：こちらのほう、対象世帯と実際に引換えをされている方の割合のこ

とでよろしかったかと思うのですが、ここ数年はおおむね９４％～５％の推移で引換えを

されております。 

 以上です。 

田嶋委員：分かりました。多くの世帯の方々が、やはりこの事業について使っていただい

ているということを確認させていただきました。 

 本当にこの世帯の方々、大変苦労されている面々もあろうかと思いますので、小さな声

に少しでも、先ほど５キロだとかそういった形でお配りしているという点もあったようで

すが、そういったことで、ぜひとも小さな声を聞きながらこの事業を進めていただければ

と思います。よろしくお願いいたします。 

 以上です。 

下山委員：何点か質問をさせていただきたいと思います。 

 まず一番初めに、成果報告書では４０ページになります。決算書のほうでは１２５ペー

ジになると思います。 

 この中で、移住・定住対策費として、決算額が１億５,２５６万９,１９２円というふう

なことであります。事業効果としては、成果報告書に書いてあります。この施策自体が私

見ている限りでは、物すごく好評であって、移住・定住対策にとっても効果を発揮してい

るというような施策だと思うのですが、まずは元年度の申込み状況、それからどういった

件数が、ここには書いてあります。これは多分成約件数だと思うのですが、これを上回る

申込み件数があったのかどうか。それから、どの時期でそれがいっぱいになったのか、そ

ういうふうなところを少しお尋ねしたいと思いますので、よろしくお願いします。 

大塚政策調整課長：住宅取得支援事業の令和元年度の申込み件数についてお答えいたしま

す。 

 まず、助成金額は、決算書のとおり１億４,９７８万８,０００円となっておりまして、

助成件数は全部で９９件、そのうち新築件数が８２件、中古住宅が１７件となっておりま

す。それから、どの時点で打切りになったかといいますと、令和元年の９月９日となって

おります。受付が令和元年の５月５日からとなっております。 

 以上です。 

下山委員：すみません。確認をさせていただきますが、５月５日が申込み締切り日という

ことでございますでしょうか。 

大塚政策調整課長：申込み締切り日は年度内でありますが、予算がいっぱいになりました
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というか、打切りになったのが９月９日でございます。 

 以上でございます。 

下山委員：ありがとうございます。 

 ９月９日、ついこの間だったと思うのですが、この事業に関しては、前々年度、そのと

きには早く打切りになって申込みできなかったという方が多々いらっしゃいました。こう

いうふうな事業ですから、皆さんこれを使って三沢に家を建てて、若い人は住んでいよう

というような気持ちになると思うのです。に当たって、申込みの告知ですよね。それはし

ているから来るとは思うのですけれども、もうちょっと皆さんに機会を与えていただくよ

うな形。 

 それからもう一つ、これは成果報告書のほうに書いてあるのですが、契約件数のうちで

４０件が市内の業者が工事をなされたというようなことであります。ということになりま

すと、新築物件でありますと８２件ですから、約半分ぐらいということになると思うので

すが、このことについて担当課ではどういうふうにお考えなのか、意見を聞かせていただ

きたいと思います。 

大塚政策調整課長：今委員御指摘のとおり、市内業者よりも市外業者のほうが施行する業

者が多い状況になっておりますけれども、一応この事業は、市外業者に比べて市内業者に

は住宅取得区分で助成金の上限額を５０万円ほど市内業者が市外業者に対して多く優遇し

ているところでございます。 

 しかしながら、家を建てるということは、ほとんどの方がそうだと思うのですけれど

も、一生に一度というところで、建築をする際にはそういった施行主もしくはその家族の

趣向とか好み、そしてデザイン等を反映させたいという気持ちがあると思います。そのこ

とから、結果的に市内業者より市外業者が多い状況にはなってございますが、この事業の

第一の目的というのは、三沢市に移住もしくは定住を促進するため、三沢市に家を建てて

いただいて継続して住んでいただくことが第一の目的であります。そのために市外業者の

施行も助成金の対象としている事業ではございますが、今後とも市内事業者の施行を優遇

するような措置を取っていきたいと考えておりますので、御理解のほどお願いしたいと思

います。 

 以上でございます。 

下山委員：大変ありがとうございます。ぜひ、市内業者のことも考えながら、これからも

やっていっていただきたいと思います。よろしくお願いします。 

 続きまして、成果報告書の４１ページになります。決算書では１３１ページになると思

いますが、この中で基地対策費ということで、航空機騒音測定事業というような項目で２

０２万７,５２０円の事業費が載ってありますが、このことに関してどういうことなの

か、すみませんが説明いただきたいと思います。 

岡部政策部参事兼基地渉外課長：ただいまの航空機騒音測定事業についてどういったもの

かということでお答えいたします。 

 こちらにつきましては、市役所内に設置している基地局及び市内８か所に設置している

航空機の騒音測定装置を良好な状態に維持するため実施している保守点検業務に８１万

２,１６０円、それと精密騒音計、これは先ほどの騒音計なのですけれども、こちらの検
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定料に係る費用５５万７,２８０円、これが主な内容となります。 

下山委員：ありがとうございます。 

 これは前から設置されている装置だと思います。これによって、いろいろなデータを

取っておると思いますが、これに関連したことですが、最近物すごい飛行機の騒音がうる

さいというふうなことで、市内各所から意見が寄せられております。このことなのですけ

れども、担当課に関してはそういうふうな苦情の電話、そういう相談があれば、今年がど

れくらいで、前年度がどれくらいなのかというふうなのを分かれば、すみませんがお知ら

せいただければと思います。 

岡部政策部参事兼基地渉外課長：苦情の件数が去年と比較してどのような状況かというと

ころの質問にお答えいたします。 

 騒音の苦情につきましては、去年１年間、令和元年度ですけれども、三沢市受け分で１

７３件になってございます。今年度につきましては、４月から８月まででございますけれ

ども、今年度につきましては、三沢市受け分で１９８件の騒音苦情が来ております。 

 以上です。 

下山委員：この数字を見ますと、今年は異常に多いということが言えると思います。実は

多分、これは推測でしかありませんけれども、新しい機種も入ってきているということ

で、そのことが影響しているのではないかということもあると思います。このことに関し

て、担当課のほうではどのような対応を考えてらっしゃるのかお聞かせいただきたいと思

います。 

岡部政策部参事兼基地渉外課長：ただ今の騒音に対して担当課でどのように考えているか

とういうことに対してお答えいたします。 

 先ほどおっしゃられましたように、機種といたしましては、Ｆ―３５が平成３０年度よ

り入っていますけれども、今現在１７機配備になっているという状況でございます。 

 騒音の中身につきましては、元年度、その測定器で測定している内容ですけれども、去

年に比べますと、去年Ｆ－３５が事故で飛んでいない期間が多かったものですから、こち

らに比べると、騒音の数値であったり、あと騒音回数であったりというのは増えているの

ですが、平成３０年度と比べますと、騒音のＷ値であったり、騒音回数であったりという

のは、ほぼ変わらない状況でございます。しかしながら、騒音の苦情につきましては倍以

上苦情が来ているということでございますので、こちらのほうも市民の感情等も踏まえま

して、国に対して強く要望していきたいと、市民の声を届けていきたいと思っておりま

す。 

 以上です。 

下山委員：ぜひ、国に対して強く訴えて、要望していただきたいと思います。 

 最後になります。先ほど佐々木委員のほうからもあったのですが、当市の財務状況に対

しての確認を少しさせていただきたいと思います。 

 先ほどの経常収支比率の中の、ちょっとポイント的に落ちたというふうな説明を頂きま

したけれども、その原因として扶助費の増加があったということだったのですけれども、

この経常収支比率の分母の部分。いろんな形、繰出金が、いや扶助費かな、悪化につな

がったという話だったのですけれども、構成比ですよね。構成比の中で人件費、扶助費、
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公債費、その他という分類があると思うのですが、その他の部分。例えば公共施設を維持

するための管理費とかそういうものが入ってくると思うのですが、当市においてはその他

の部分の変動はどうなっているのかお聞かせ願えればと思います。 

栗原財政課長：御質問にお答えいたします。 

 その他部分ですか。ちょっともう１回質問をお願いしてよろしいでしょうか。 

下山委員：すみません。ページ数は１８ページでございます。経常収支比率でございま

す。これが９２.３％、そして前年度が９１.２％、１.１ですか、ちょっと悪化している

という形だと思うのです。悪化している形の中には、要は固定費というふうに言われる部

分、これが人件費だったり、扶助費だったり、公債費だったりということがあると思いま

す。そのプラスその他という部分に、これも項目としてあると思うのですけれども、その

その他の部分が対前年比どれくらい増えているのかという、そこら辺を少し確認させてい

ただきたいという趣旨の質問です。 

栗原財政課長：その他の部分に関してですけれども、性質別でいきますと、成果報告書が

１７ページのほうにあるのですが、義務的経費と投資的経費とその他の経費とありまし

て、その中で一般財源の増減が去年と出てます。そこで増えているのは物件費とか、あと

は積立金とかが去年から増えてはいるのですけれども、経常収支比率としての計算として

は、扶助費もちょっと増えていますけれども、大きいのが……。経常収支比率の計算とし

ましては、一番ちょっと去年との比較で大きかったのは繰出金と扶助費のほうだったんで

すけれども、具体的に言えば下水道の繰出金が増えていたりとか、あとは扶助費に関して

は児童扶養手当の月数が増えた関係でちょっと出しているというのが主な要因だったと考

えていました。 

 以上となります。 

山﨑財務部長：経常収支比率のその他の部分でお話ししたので、ちょっと補足的に説明さ

せていただきます。 

 経常収支比率ですので、義務的経費の経常経費と一般財源の収入の比較ということにな

りますので、説明しました人件費、扶助費、繰出金の増加以外のその他となると、物件費

ということになってくると思います。物件費ですので、賃金とか委託料とか消耗品とか水

道光熱費とか、そういったものの今度物件費という中で、それも増加している。その他と

いうと、そうですね、物件費が増加しているという解釈でよろしいかと思います。 

下山委員：分かりました。この問題に関しては、結局固定費が変わらないのであれば、固

定費のほかの、今部長に説明していただいた部分、これは改善していく必要があると思い

ますし、そうしないと、当然入ってくるお金もそんなに多く見込めないということですの

で、そこら辺をずっと考えていただきながら、財政状況を正常なものにしていただきたい

というふうなことでしたので、そういう意味合いで質問をさせていただきましたので、よ

ろしくお願いいたします。ありがとうございました。 

 以上です。 

遠藤委員：お昼に迫っているようなので、急いで質問させていただきます。 

 成果報告書の２２ページになります。意思疎通支援事業ということで、真ん中ら辺です

けれども、市の設置手話通訳者の件数１７０件で、前年度を確認しましたところ６１４件
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ということになっていました。かなり差があって、これは捉え方の違いなのか、何か理由

があるのか教えてください。 

堀障害福祉課長：御質問の意思疎通支援事業についてお答えいたしますが、少し、すみま

せん、申し訳ございません。ちょっと声が届かなかったので、もう一度御質問のほうをお

願いいたします。 

遠藤委員：すみません、聞こえますでしょうか。 

 市設置の手話通訳者の件数ということで１７０件という数字が出ているのですけれど

も、前年度のこの件数については６１４件ということで件数が出ていました。なので、件

数の数字がかなり変わっているなということで、何か捉え方の違いがあったのか、また何

か理由があるのであれば教えてくださいということでした。 

堀障害福祉課長：ただいまの御質問にお答えいたします。 

 ちょっと資料を確認いたしますので、少々お待ちください。 

 それではお答えいたします。意思疎通支援事業の市設置手話通訳者の派遣件数となりま

すけれども、成果報告書のほうでは１７０件とございますが、大変申し訳ございません。

こちらのほうは誤った数字でございまして、正しくは５８３件、令和元年度は５８３件で

ございます。平成３０年度と比べますと約１３０件の減となってございます。おわび申し

上げまして、訂正いたします。 

遠藤委員：ありがとうございました。数字の間違いが分かってよかったです。 

 続いて４０ページになりますけれども、三沢市独自の移住プロモーションの実施という

こと、昨年、その他のＰＲ用グッズということで、タンブラー、マスキングテープという

のがついているのですけれども、このマスキングテープというのは、どのようなものなの

かちょっと教えてください。 

大塚政策調整課長：ただいまの移住プロモーション事業のマスキングテープについてお答

えいたしますが、こちらはＰＲグッズというよりも、ＰＲグッズをマスキングするための

テープでございます。 

 以上です。 

遠藤委員：ＰＲグッズをマスキングするためのマスキングテープという、ちょっと意味が

分かりにくいのですけれども、もう一度お願いします。 

大塚政策調整課長：マスキングテープでございますけれども、こちらはＰＲグッズという

よりも、消耗品でございます。ＰＲグッズに付随する消耗品として充ててまいりました。 

 以上でございます。 

遠藤委員：分かりました。私の中では、例えばホッキーナがついたテープをＰＲするのに

使っていたりとかしているのかなという思いでこのテープ見て気がつきましたので、御質

問させていただきました。ありがとうございます。 

 もう２点あるのですけれども、５４ページになります。動物に関する苦情件数１８件と

いうことがあるのですけれども、件数的には多いとは思っていませんが、協働のまちづく

り市民提案事業の中で、前年度であれば、飼い主のいない猫をさくらねこへの活動及び啓

発事業、また今年度のまちづくり事業では、にゃんともＨＡＰＰＹプロジェクトというこ

とで出てたり、あと犬猫のマイクロチップ推進プロジェクトということで、犬猫を何か、
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市民に迷惑をかけないような形のプロジェクトみたいなのが載ってはいるのですけれど

も、この動物に関する苦情件数の中の中身をちょっと教えてください。 

河村環境衛生課長：ただいまの質問にお答えいたします。 

 動物に関する苦情件数の内訳としましては、主に犬の咆哮、鳴き声、あとは猫のふん尿

等でございます。 

 以上です。 

遠藤委員：このプロジェクトとはちょっとまた違うようなものはあると思いますけれど

も、このように犬猫の飼い方とかいろんな部分では、市民が声には出していないかもしれ

ませんけれども、思いがあることが見えてくると思います。今後、このプロジェクトとか

を参考にしながら、市としても対応を検討いただければなと思いますけれども、今後の検

討についてはいかがでしょうか。 

河村環境衛生課長：ただ今の質問にお答えいたします。 

 動物の苦情に関する考え方といたしましては、やはり動物の飼い方に関しましては、住

民の方々などでも様々な温度差がございます。動物嫌いな方、好きな方、様々いますが、

皆さんが共生できるような流れをつくるべく指導してまいりたいと思っていました。ま

た、こうやって、これまでも県とも連携しながら努めてまいりましたので、引き続きその

ような取組をしてまいりたい。さらには、まちづくり支援事業に関しましては、ＮＰＯや

市民団体の方がやられる事業ですけれども、行政としてできる範囲で協力してまいりたい

と考えておりました。 

 以上です。 

遠藤委員：ありがとうございました。 

森委員長：この際、午後１時まで休憩いたします。 

午前１１時４２分 休憩 

─────────────── 

午後 ０時５５分 再開 

森委員長：それでは、休憩前に引き続き、会議を開きます。 

 なお、質問者ですね、向こうの後ろほうが聞こえづらいということですので、大きな声

で、すみません、はっきりと明確にお願いいたします。 

久保田委員：声を大きく、分かりやすく、しゃべらせていただきたいと思います。早口に

もならずに。 

 決算書の中の１２７ページ、主要な施策の成果報告書の中のほうでは６２ページに書か

れているものになるのですけれども、ふるさとまちづくり寄附金推進事業費について質問

をさせていただきたいと思います。 

 こちら、決算書を見て確認させていただきましたら、当初よりかなり増えてきていまし

て、前年度の決算書見たのですけれども、その金額よりも増えてきているという中で、こ

の寄附金の金額が年々上昇していることはすごくいいことだと考えておりました。令和元

年度、実際に取り組まれてみて、実際にこう、具体的に手応えというか、こういったどう

いう取組をして、具体的にどういう手応えがあって、そしてどういう効果が得られたのか

という話とか、あとは令和２年度以降に向けて、もっともっとこの数字をよくしていくた
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めにどういうことに取り組んでいきたいと思われているのか、それについて回答を頂けれ

ばと思います。よろしくお願いします。 

東広報広聴課長：ただいまの質問にお答えいたします。 

 この増えている理由ですけれども、この報告書にもありますように、インターネットで

２４時間寄附受付できるようになったことが一番大きいことかと思います。これは、平成

２９年の８月から委託をいたしておりまして、それから簡単に寄附ができるようになった

ものでございます。 

 これからとしましては、新しく今年度も３種類ほど返礼品、増えてございます。また、

これからも新しい返礼品の開発に努めてまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

久保田委員：御答弁いただきましてありがとうございました。 

 インターネットでの受付を２４時間できるようにして、寄附なんか増えてきたという話

だと思いますけれども、分かる範囲で構わないのですが、例えば三沢市にもともといた方

とか、そういう三沢市にもともと市民でいた方がそういったことをやるのか、そもそも逆

に全く三沢市にゆかりのないような人なのかとか、そういったデータとかって、分かった

りすればちょっと教えていただきたいと思うのですけれども。 

東広報広聴課長：ただいまの質問にお答えいたします。 

 寄附された方が、もともと三沢にいらっしゃったかどうかというのはちょっと確認でき

ないところでございます。寄附されているのは、日本全国の方から現在たくさんの寄附を

頂いているところですので、そこは確認しておりません。 

 以上です。 

久保田委員：答弁いただきまして、ありがとうございました。恐らく、いろんな全国の方

に興味持っていただいていると思いますので、これからも引き続き、この寄附していただ

く金額を増やしていけるように、いろいろ施策を検討していっていただければと思いま

す。これについては、質問を終わります。 

 残り、質問全部で３点ありまして、今質問１点目終わりまして、次、２点目の質問をさ

せていただきたいと思います。 

 次の質問が、決算書の１８５ページで、主要施策の成果報告書の中の３４ページ、こち

らのほうに、健康推進対策費の中で、すみません、私が１期目ということでちょっと分か

らない部分があったので、ぜひとも教えてほしいのですけれども、決算書の健康推進対策

費の中に（８）で寄附金が２,０００万円計上されてまして、その寄附というまず考え方

と、あとその２,０００万円自体がどういう使い方をしているのかというところを御回答

いただきたいと思います。 

小笠原市民生活部参事兼健康推進課長兼新型コロナウイルス感染症対策支援室室長補佐：

では、御質問にお答えします。 

 この寄附金につきましては、弘前大学のほうに地域医療支援医学講座というのがありま

して、そこで弘前大学の助教授の方が、一応助教授に対しての人件費と事務費等の寄附で

ございます。内容につきましては……。三沢市の健康、市民の健康に関する助言と、これ

からの健康のための計画等について弘前大学の助教授の方が御支援くださるということ
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で、年間２,０００万円を３年間、令和元年から令和３年度まで寄附をするということに

なっておりました。 

 以上です。 

久保田委員：決算書を見る中で、私、何でここで止まったかというと、寄附金という言葉

を使っているのが何か、ほかにもあったかもしれないですけれども、健康推進対策費だっ

たのですけれども、そもそもこの寄附っていう意味は、例えばほかにも科目、繰入とかい

ろいろあったかと思うのですけれども、寄附というのはどういう意味合いなのでしょう

か。 

小笠原市民生活部参事兼健康推進課長兼新型コロナウイルス感染症対策支援室室長補佐：

やり方はいろいろとあるかと思いますが、委託とかになれば、要するに目的がはっきりし

て、こういう成果をはっきりさせるということになるかと思いますが、寄附はある程度寄

附受けた側が考えて、それを使って行動できるということで、ちょっと委託とかとまた

違って、ある程度自由に考えて行動ができるということで、寄附ということで行っており

ます。 

 以上です。 

久保田委員：答弁いただきましてありがとうございました。 

 委託よりも、何というか、範囲を余り区切らずにやるという話だと思うのですけれど

も、何かほかのページだと負担金とかいろいろあって、寄附というのもあれなので、あれ

ですかね、そこまでフィードバックは何か受けるようなものではなくて、シンプルにあげ

るというふうに僕は感じ取ったのですけれども、何らかのこの３年間やることによって、

三沢市に対してこう何か見返りを求めるような感じなのか、それともそうではなくて、単

純にそこの成果を全く求めないものなのかどうかということをお聞きしたいです。 

小笠原市民生活部参事兼健康推進課長兼新型コロナウイルス感染症対策支援室室長補佐：

特段大きな見返りを求めてはいないのですが、やはり三沢市の健康２１という健康宣言と

かしていまして、それのバックアップというか、いろいろな御支援、後方支援ということ

で、いろいろアドバイスを頂いたりするということで寄附をさせていただいております。 

 以上です。 

久保田委員：分かりました。今後まだ３年間やられるということなので、当然地域の健康

医療の発展に寄与するために、三沢市として寄附をするという目的かと思いますから、そ

こはちょっと私も勉強しながら、一緒にいろいろひとつやっていければと思います。すみ

ません、二つ目の質問は終わります。 

 最後に三つ目の質問なのですけれども、今回、私、一般質問の中で動画活用を話させて

いただきました。それでちょっと動画という観点からの質問１点させていただきたくて、

マックテレビの話ではないのですが、決算書の中の２１９ページです。すみません。そし

て、主要な施策の成果報告書の中では９１ページ、こちらのほうに観光費の名目で観光Ｐ

Ｒ動画製作業務委託料３３４万４,０００円、これ、前年度の決算書見たらこの項目な

かったですから、恐らく令和元年度から新しく始められた、新しく始められたというか、

この年度だけ新しくやっていることかとは思うのですけれども、報告見たら、観光客誘

致、定住等の流入人口の促進に関わるＰＲ事業を活用するために、市内の四季を通じた魅
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力を映像資源化する企画・製作に関する業務の実施とあるのですが、具体的にどういう動

画を作って、そしてどういうところで誰に見れるようにして、どういう効果が実際あった

のか、３００万円ぐらいお金使っていますから、具体的に教えていただきたいと思いま

す。 

長根経済部参事兼産業観光課長兼新型コロナウイルス感染症対策支援室室長補佐：ただい

まの御質問の、観光ＰＲ動画作製業務委託料についてのお尋ねだと思います。 

 作ったのは、昨年、三沢市の景色、そして観光施設、観光場所等動画に映しまして、若

者に見ていただけるように工夫をしてございます。すごく景色を重点的に入れた内容と

なってございまして、作製しました。 

 今の活用場所でございますが、駅の施設のみーくるの９８インチのテレビにおきまし

て、毎日放送をしております。あと、今、ＰＲ動画ですが、１０市大祭典もその動画の中

に取り入れて作製しております。 

 以上です。 

久保田委員：もう一度、みーくるのテレビのところ聞き取れたのですが、そのみーくるの

テレビ以外に、どちらで流されてると今発言、すみません、もう一度、申し訳ございませ

んが、お願いします。 

森委員長：大きい声でお願いします。 

長根経済部参事兼産業観光課長兼新型コロナウイルス感染症対策支援室室長補佐：失礼い

たしました。みーくる内の２階にございます９８インチ型の大きいテレビ画面ございま

す。こちらで毎日放送してございます。 

森委員長：それ以外は。 

長根経済部参事兼産業観光課長兼新型コロナウイルス感染症対策支援室室長補佐：それ以

外のところは、現在のところございません。 

久保田委員：せっかくこの３００万もかけて作られた動画が、現状、駅のみーくるだけで

しか見れないというのが、多分非常にもったいないというふうには認識すると思います。

特に観光ＰＲという観点でいうと、何ていうか、見た人が三沢市に、私の個人的なイメー

ジだと、何か外部の人が見て、それで三沢市に来てもらいたくなるようなイメージで

ちょっと考えていたのですけれども、今の話を聞くと何だろう、既に三沢市の駅に来た人

が見るものだというふうな認識だと思いますが、何かもう少しほかの、例えば三沢市の、

マックテレビでも三沢市民の方が見ますけれども、ほかのところを活用するという検討

は、これはなされてはいないのでしょうか。 

長根経済部参事兼産業観光課長兼新型コロナウイルス感染症対策支援室室長補佐：今御提

言いただきましたビデオの動画の活用につきましては、今後空港にも、少しですけれど

も、観光案内のスペースがございます。そちらのほうにも流し、またマックテレビで流せ

るように、担当のほうと調整してまいりたいと思います。 

 以上でございます。 

久保田委員：そうですね。これ、ちなみになのですけれども、今後も継続してやっていく

ものになる、これ多分令和元年度ですけれども、令和２年度、令和３年度と今後継続して

この動画を何らかの形でやる予定なのか、これは一応今年度単発でやったものなのか、
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ちょっとお聞きさせていただきたいです。 

長根経済部参事兼産業観光課長兼新型コロナウイルス感染症対策支援室室長補佐：このＰ

Ｒ動画でございますが、以前は１０年前のものを使用してございました。今年度もまだ作

る予定ではございません。と言いますのは、やはりこの製作費が結構かかりますので、観

光する内容が著しく変わったような場合には、またその時点で検討していきたいなと思っ

てございます。 

 以上です。 

久保田委員：質問はもうございません。動画を多分作るための費用だったろうと認識して

いましたので、せっかく作られたその動画をみーくるとか、そういう場所以外にも、やは

り私、一般質問の中で提案させていただきましたけれども、やはりユーチューブとかで、

三沢市に来た人が見るのではなくて、三沢市にそもそもまだ来ていないような人、先ほど

空港とかって話もされましたけれども、基本的には空港も多分、もう三沢市に訪れた人が

見る場所だというふうに認識していますから、そういうそもそも三沢市にまだ訪れていな

い人が見れるような場所をつくる必要があって、例えばホームページとかで本当にフェイ

スブックとかでも三沢市運用されていますけれども、そういったところで別に普通に見れ

るようにできると思いますから、そういった形で、３００万円かけて作ったものをぜひい

ろんなところで見れるようにしていっていただいて、観光ＰＲに役立てていただければと

思っております。 

 質問は以上です。 

奥本委員：それでは、質問させていただきます。 

 私からは、まず何をおいても決算ということで、この様々な施策が、市民にとっていか

に利益になったのか、そういう観点からも質問をさせていただきたいと思いますし、ま

た、私たちが様々な施策を提案したときに、財源がない、大変だというようなことを言い

訳になかなか検討するというふうなことで進まない事案もございます。 

 そういう中で、まず最初に収支ですね、これ財源のことについてちょっとお伺いしたい

と思います。この財政健全化、これを見ますと、この健全化判断比率、実質公債比率、将

来負担比率等、大変改善されて、健全な財政運営ということがこれにはあるのですけれど

も、この成果報告書の５ページ、これちょっと勉強させていただきたいと思うのですが、

実質単年度収支、この実質単年度収支というのが、大体単年度の赤字なのか黒字なのかと

いうところの判断ができるというふうにあるようなのですけれども、それを見ますと、実

質単年度収支の推移というところで、今回７億円の黒字で繰越し等、来年度の分を除いて

６億円の黒字となっておりますが、この令和元年度実質単年度収支のところで、財政調整

基金、これが入っているわけなのですけれども、この過去２９年度、３０年度、元年度、

これ財政調整基金が積立金から崩されているわけですけれども、これはどういう内容で崩

されたのでしょうか。 

栗原財政課長：御質問にお答えいたします。 

 ここ数年というか、実質収支としては黒字なのですけれども、先ほどおっしゃられたよ

うに、実質単年度収支の推移としては、ここ何年かは基金を取り崩しての対応となってお

ります。実質単年度収支というのは、単年度で基金の取り崩しを省いた分での収支なので
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すけれども、そこでは今現在は赤字となっていまして、実際は基金に頼った財政運営を

行っているということになっております。 

 ここ、財政調整基金というのは、一般財源が足りない部分に対しての財源不足に対して

基金を取り崩しているのですけれども、大体要因といたしましては、この辺は各年度ばら

つきがあるのですが、歳出としては、他会計の繰出金や扶助費などが主に増えておりまし

て、歳入としては、やはり臨時財政対策債を含めた地方交付税のほうが減になっていると

いうのが考えられるところであります。 

 今後の方策としては、経常収支比率の対策と同様に、維持管理、経費なんかの精査に

よっての歳出の削減や、あと財源の掘り起こしによって歳入を確保することで、基金に頼

らないような財政運営をできればと考えております。 

 以上です。 

奥本委員：ありがとうございます。 

 財政調整基金というのは、やはり内部留保というか、ため込み金じゃありませんので、

これはいざというときのための活用する基金でありますから、健全化ももちろんですけれ

ども、やはり市民の住民サービス、中身、これを削ってまで、様々なものを削ってまでと

いうふうなことではいけないと思います。ここは、かなりの運営するに当たって、財政的

な部分でも皆さんの知恵と…。財源をどういうふうにして増やしていくかということを含

めて考えていかなければならないのかなと思っております。ただ、これは毎年毎年これが

こういう状態続くと、やはり財政的に大変になるというような、私本を読みまして、その

辺も含みながら、ぜひしっかりと対応していただきたいと思います。住民サービスの低下

は絶対にやらないようにしていただきたいと思います。 

 後は、先ほど言いました臨時財政対策債、これ国が様々な公共事業、施設等で、一旦借

金という形で、後から地方の交付金の財政措置を取られるわけですけれども、最近では元

利、利子ですよね、それは自前で出さなければならないのだと思うのですけれども、これ

本当に国のほうから臨時財政対策債、その分、地方交付税のほうに入っているのでしょう

か。 

栗原財政課長：御質問にお答えいたします。 

 交付税を計算する際に、基準財政需要額を算定するのですけれども、その中に毎年の臨

時財政対策債の償還分を需要の額として計算されてますので、ここでの中には臨時財政対

策債の償還分も含まれていると考えております。 

 以上です。 

奥本委員：ありがとうございます。それを聞いて安心しました。 

 私が読んだちょっと本の中で、最近国のほうから、これを補塡すると言いながら、実は

地方交付税を削られているというふうな記述がありまして、その辺をちょっと心配してお

りました。ぜひ、しっかりと対応していただきたいなと思います。 

 次に……。（「疑い深い」と呼ぶ者あり） 

 疑い深い。そうですね。ありがとうございます。 

 ちょっと後ろからアドバイスがありましたけれども、疑り深くやらなければならないこ

ともございますので、しっかりと追及していきたいと思います。 
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 次に、様々な、ちょっと市民からの市民サービスにおいて要望等併せて、さらに住民

サービスの向上を求めてほしいという声もありますので、そのことも含めて、細かいこと

ですが質問をさせていただきたいと思います。 

 まず、こちらの成果報告書の１０１ページ、健康診断事業になるのですけれども、三沢

市の場合は健診率が大変低いというふうに言われていまして、今青森県でも短命県返上と

いうことで、ここに大変力を入れているところですけれども、そこで健診率の場合に、最

近はみなし健診という、なかなか健診受けられない方、しかしながらかかりつけ医で実際

にこの健診に相当する項目を受けている方々は、健診したとみなすということになってお

りますが、これを最大限に活用するべきではないかなと思っております。ここの状況につ

いて、今どういうふうになっているのかお願いします。 

寺澤国保年金課長：お答えいたします。 

 みなし健診につきましては、特定健診の受診率を上げるために活用している健診になっ

ておりまして、今年度、今の特定健診においても、このみなし健診については活用のほう

を医師会等々にも依頼いたしましてやっているところでございます。 

森委員長：奥本委員、今の質問は国保の関係ではないですか。 

奥本委員：あれ。すみません、申し訳ありません。 

森委員長：では、それは止めてください。 

奥本委員：すみません。国保のときに聞きます。大変申し訳ありません。ミスりました。

申し訳ございませんでした。 

 次に、決算書の１２５ページですね、この庁舎改修事業なのですけれども、これは私一

般質問でも取り上げたことがあるのですが、このＬＥＤに交換するべきではないかと。長

期的に見て、省エネであったり、様々な固定費の削減につながるという意味でも、これ提

案したことあるのですが、この進捗状況、これまで庁舎でどのぐらい今終わっているので

しょうか。 

角管財課長：お答えいたします。 

 庁舎のＬＥＤの進捗状況につきましては、まず本館のほうにつきましては、ほぼ７割、

８割方ＬＥＤに改修をしております。別館庁舎のほうに関しては、今年度から１階の庁舎

を改修予定でございます。 

 以上でございます。 

奥本委員：ありがとうございます。ぜひ進めていただきたいと思います。 

 あと、この下の段の公用車購入事業というのがあるのですが、今、他の自治体で車への

ドライブレコーダーというのが、事故等あった場合にこういうのを取り付けるというよう

な記事を目にしました。これは、今現時点でついているのはあるのでしょうか。 

角管財課長：お答えいたします。 

 公用車購入事業につきましては、もうここ３年、４年の新車購入時には、ドライブレ

コーダーを設置しております。 

 以上でございます。 

奥本委員：ありがとうございます。今、大変、あおり運転等、様々な事故に対してこのド

ライブレコーダーが大変重要だというか、有効だということなので、ぜひとも活用してい
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ただければと思います。 

 あとは１３５ページ、防犯灯整備事業なのですけれども、これ防犯灯、様々な地域にど

んどんつけているのだとは思うのですけれども、これは今の時点でどれぐらいの進捗状況

でしょうか。防犯灯。 

織笠市民生活部参事兼生活安全課長：ただいまの防犯灯整備事業についてお答えいたしま

す。 

 まず、この令和元年度の防犯灯整備事業の深谷地区防犯灯設置工事につきましては、こ

の地区についてはこの工事で完了ということでございます。 

 全体的な防犯灯の計画といいますか、そういうことで言えば、現在は新たに住宅が広

がったりして町内会等から要望があった場合は随時対応している状況ですので、全体的な

進捗状況という意味では、ちょっとそういう率というのはございません。 

奥本委員：分かりました。実はですね、通学路、五中の栄町のあたりなのですが、市民の

方から、子供たちが、中学生が帰り、部活等で帰るときに暗いということで、やはり子供

たちの安全という部分でも防犯灯必要だというような声を受けております。そういう部分

で、今回、先ほど町内会等の要望ということもありましたけれども、これは学校絡みもあ

りますけれども、これはどのように町内会を通してそういう要望を上げるということでよ

ろしいのでしょうか。それが適切なのでしょうか。 

織笠市民生活部参事兼生活安全課長：多いのは町内会の方からの要望というのもございま

すけれども、あと学校関係ですと、通学路等についてもＰＴＡの方、市連Ｐのほうからと

か、そういうふうな要望があって、随時、全部がすぐ対応できるわけではございません

が、対応するようにしております。 

 以上です。 

奥本委員：ありがとうございます。やはり、この防犯灯の整備事業というのは、子供も含

めて安心・安全の地域という観点からも必要だと思いますので、ぜひとも前向きに進めて

いただきたい事業であると思いますので、よろしくお願いします。 

 次に１６１ページ、高齢者除雪生活支援サービス事業委託料というのがあるのですけれ

ども、今この高齢者の除雪、特に最近は凍った置き雪を玄関の前に置いていく中で、高齢

者の足腰弱くなっている方々が本当に大変だということで苦慮されていることもありまし

て、これはどのように今現在進めているのでしょうか。 

田中介護福祉課長兼地域包括支援センター長：高齢者除雪生活支援サービス事業委託料に

ついて御説明いたします。 

 こちらは、町内会のほうにこういうシステムがありますということで、町内会長のほう

に御案内いたしまして、御賛同いただいた町内会、昨年度は２４町内会の方と契約いたし

まして、おおむね１５センチ以上の降雪があった場合、６５歳以上の高齢者のみ世帯に対

して、町内会で除雪を実施していただく事業であります。去年は、１年間で２８２件の実

施をしていただきました。 

 以上であります。 

奥本委員：ありがとうございます。 

 全町内会ではないので、どうしてもそこに当たらない方々はちょっと大変な思いしてい
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るのではないかなと思います。以前、職員の方々がこういうふうな協力的に除雪をそうい

う方々にしているというお話を伺ったのですけれども、何とか隊とつけたような気がする

のですが、今はどのようになっているのでしょうか。 

田中介護福祉課長兼地域包括支援センター長：庁内の除雪ボランティアについてお答えい

たします。 

 毎年、希望者を募りまして、結成をしています。去年、一昨年は大雪というまでは降り

ませんでしたので、稼働の実績はありません。 

 以上です。 

奥本委員：すみません、これ今、庁内のお話だったですか。職員の。（「はい」と呼ぶ者

あり） 

 すみません、町内絡みで、勘違いしました。申し訳ありません。 

 そうですね、かなり大雪が降らなければならないというふうな規定があるみたいなので

すが、雪がないといっても、本当に昨年も大変でした。大変、凍った氷を置かれるので、

高齢者の方たち、できないのですよね。そのまま放置しておくしかないという状況で、こ

れは新たに、様々、要支援ついていると市の人材センター等使って、１００円とかで除雪

していただけるというような、そういうのもあるのですけれども、介護保険制度を使わな

いで頑張っていらっしゃる高齢者の皆さんいらっしゃるのです。本当は申請したら介護度

つくかもしれないのだけれども、私は頑張ると言って介護保険使わないでいる方もいるの

です。そういった方々に対しても、独り暮らしの高齢者の方であったり、高齢者世帯の

方々、やはり持病を持ってらっしゃるのですね。そういった方々に、この町内会等で、全

町内会やってませんから、そういうふうな中で、新たな施策が必要ではないかなと思うの

ですけれども、いかがでしょうか。 

田中介護福祉課長兼地域包括支援センター長：新たな除雪の方法についてお答えいたしま

す。 

 今ある町内会を活用した除雪のほうに対しましては、もっと御賛同いただける町内会が

増えてもらえるように対応していきたいと思います。 

 あと、独り暮らし等、シルバー人材センターを派遣できるところに関しましても、こち

らにお電話あったものに対しては御案内しているところでございます。そちらにも回せな

いところであれば、玄関から道路に出れないとか、そういうお電話頂いた場合には、職員

のほうが対応してまいりたいと考えております。 

 以上であります。 

奥本委員：ありがとうございます。 

 今の、すごいお言葉を聞いて、感動しました。職員がそういう電話に対応してくれると

いう心意気と意気込みというか、誇らしいなと感動しました。 

 ただ、職員の皆さんも忙しいと思うのですね。それで、民間で、シルバー人材センター

もそうですけれども、そういうところを活用してお願いしているというケースもありま

す。それ、介護度ついてなかったり、独り暮らしでなかったりするケースで、人材セン

ターなり民間でやっているところを活用してとなれば、助成金を出さなければならないと

思います。そういう部分で、財政面でもしっかりとこれから計算しなければならないと思
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うのですけれども、前向きにそういう対応をお願いしたいと思います。 

 そして、次に、２０３ページ、農業次世代育成振興費ですね。これはやはり次世代の、

私、農業というのは絶対に守っていかなければならない、生きていく上で大変重要な産業

だと、命を守る産業というふうにも言われております。そういう部分で、北浜地域の方々

も含めて、やはり人口減少、どんどん進んでいるのではないかなと思っていますけれど

も、そこを活性化するという意味でも、この農業次世代という、育成というのは、本当に

やらなければならない政策だと思っております。そういう中で、この育成振興費、これ、

どのようになっていますか。 

松橋経済部参事兼農政課長：農業次世代人材投資交付金について御説明いたします。 

 こちらの事業は、新規に農業を初めた方に対しまして、年間１５０万円を上限としまし

て、経費の支援をする事業でございます。年間１５０万円を５年間続けて融資、支援いた

しまして、初期段階での経営が安定していない新規就農者の支援に使っていただくお金で

ございます。 

 以上です。 

奥本委員：これは、新規で、例えば親御さんたちが農家をやっていまして、農作物作って

いて、その息子が東京なりどこかで就職されたと。しかし、農業を継ぎたいのだといって

戻られて、その息子の意思で農業をやるという場合には、対象になりますか。 

松橋経済部参事兼農政課長：親元で一緒に農業をやるという新規の方は対象となりませ

ん。独立しまして親と別な経営で農業を始める方に対しての支援のお金でございます。 

奥本委員：それが、やはり親子といえども、今本当に農家を継いでくれる人材というの

は、本当に大事にしなければならないと思うのです。なかなか親御さんと一緒にやってい

る、でも最終的にはそこで独立してといいますか、そういう部分でやっていくのだと思う

のです。これ、すみません、今ちょっとすぐ出てこないのですけれども、息子のほうにも

こういう支援をするというような、そういうふうな自治体もあるようです。すみません、

ちゃんと私も調べてくればよかったのですけれども。 

 そういうことも含めて、やはり農業に従事したいという方々を大事に育てていく。息子

でも、これまでサラリーマンやっていた方が、よし頑張ろうということで、親御さんも高

齢になってきてというケースの場合には、やはりそれは尊重して、ちゃんとしっかりとこ

の農業担い手の支援、この交付金、これやる必要があると私は思っています。今すぐに返

答できないと思いますが、前向きに、ほかの自治体等、現状、今の北浜地域の部分で現状

を見てやっていただければな、取り組んでいただければなと思います。 

 次に、ちょっと関連で２０７ページ、農道整備事業というところで、これは関連なので

すけれども、よく最近ニュースでトラクターとかが横転して、大変大けがをしたり、中に

は命を落としたりというような、大変事故がちょっと続くときがあるのですけれども、こ

れ、何とかこういう事故を防ぐ対策というのを取らなければいけないのではないかなと

思っているのですが、この農道整備事業、どういう、すみません、私、農業のトラクター

に乗ったことがないので分からないのですけれども、よく横転して、ちょっと危険な状況

でというのをたびたびニュースで見ると、本当にちょっとつらい思いしているのですけれ

ども、これ、何とかならないものでしょうか。これ、ちょっと詳しい方いませんか。 
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松橋経済部参事兼農政課長：農業機械での事故ということで御質問かと思われます。 

 古いトラクターを利用なさっている方は、キャビン、あの座っているところの上にガー

ドのバーみたいなものがないのがほとんどでございます。新しい機械はそういったことで

横転対応でも人がけがしないようなバーとかキャビンが丈夫なものも、今、最近のものは

ほとんどそうなっております。ですので、メーカーのほうでは、古いものにそういった安

全装置がつけれるもの等もありますので、そういったパンフレットなり講習なりを農家の

皆さんに周知していきたいと思います。 

 以上です。 

奥本委員：ありがとうございます。この事故を防ぐ方法があるということで、今安心しま

した。ぜひともこういうような事故が絶対ないように、三沢市民の命を守る、農業を守

る、こういう信念で頑張っていただきたいと思います。 

 次に、２１５ページ、建物リフォーム等事業費、これは建物、リフォーム助成事業だと

思うのですけれども、当初は５,０００万円ほどの予算を組んでおりました。今、現状ど

のようになっているのでしょうか。 

長根経済部参事兼産業観光課長兼新型コロナウイルス感染症対策支援室室長補佐：建物リ

フォーム等の補助金、今どのようになっているかというお話だと思います。今というのは

今年度の話でよろしいでしょうか。 

奥本委員：決算なので、令和元年度ですね。 

長根経済部参事兼産業観光課長兼新型コロナウイルス感染症対策支援室室長補佐：すみま

せん、決算では住宅リフォームの件数が１５５件、再生可能エネルギー等の設置をしたと

ころが３件、空き家の取り壊しが６件、空き店舗の改装が２件、既存の店舗の改装が１件

で、その他、合わせて１６８件となってございます。 

 以上です。 

奥本委員：この事業は、大変地元の建築業者の皆さん、そして地域の経済波及効果という

のもありまして、大変ずっと好評で、これまでもずっと続いてきた事業だと思います。こ

れ、前回、以前５,０００万円あったのですが、これ希望者が少なくなってきているとい

うふうなことなのでしょうか。 

長根経済部参事兼産業観光課長兼新型コロナウイルス感染症対策支援室室長補佐：今、希

望者が少なくなってきているのかということ、御質問です。 

 ちなみに２９年度は１５７件、平成３０年では１６８件、昨年度では１６８件と、件数

的に見ますと、下がってきているような状況ではございませんので、人気がないというこ

とではないと思います。 

 以上です。 

奥本委員：はい。ありがとうございます。 

 この事業も地域の活性化、経済波及効果が大変ありますし、地元の仕事を増やすという

部分でも、大変、独り親方の方とか、様々そういった地元の建設関係の方々にとっては大

変喜ばれている事業だと思います。 

 これ、もっと使いやすい事業に本当にしていただければなというふうに、まだ５０万円

以上というように、前、１００万円以上だったのが５０万円以上というふうになったと記
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憶しておりますけれども、小さなリフォームなんかもたくさんありますので、そういう部

分でいろんな方が利用できるような、そういう仕組みの、トイレをちょっと直すとか、そ

ういうふうな部分でも使えるような、そういう事業にしていただければということで要望

を述べておきます。 

 次に、２２１ページ、これ最後の質問になります。斗南藩の記念観光村指定管理料、こ

れも含めると道の駅もありますけれども、この間、ある方からお電話を頂いて、ここの遊

具がやはり老朽化していて、大変子供たちにささくれというか、手についたりとか、そう

いう危険なところもあるというふうな御指摘がありまして、私も見に行ってきたのですけ

れども、やはり安全に子供の、何ていうのですか、そういうけがとか、そういうものを考

えたときに、やはりここを改善していかなければならないのではないかなと思います。こ

こ、指定管理、観光協会だと思うのですけれども、これは指定管理に対する市のこの指摘

といいますか、そういうふうな部分、関係というのは、どういうふうになりますか。 

長根経済部参事兼産業観光課長兼新型コロナウイルス感染症対策支援室室長補佐：斗南藩

に係る指定管理にというふうなあれなのかということかと思います。 

 まず、指定管理ではあるのですが、ここは三沢市観光協会とサンアメニティという会社

で、ミサワツーリストグループということで運営をしていただいております。 

 ただいまの遊具の話もございました。遊具については、何か毎年基準が変更になってい

る場合があります。というのは、例えば屋根のついた、子供がつかまって乗るようなやつ

も、何センチ以上なければならないよということで撤去した部分もございました。それが

その指定管理者に対して市のほうで使い方といいますか、それについては、きちんと基準

にあったのでないものは使えないようにしてくださいということを伝えてありますので、

現在一部、多分テープで入れないようになっているところもあります。 

 以上です。 

奥本委員：指定管理でかなり任せている部分もあると思うのですけれども、これしっかり

と市がチェックをして、様々な、今遊具のこともあったのですけれども、今動物を飼って

いるところの区域とか、何か実際はもうやっていないような話もあって、その指定管理の

中できちんと対応できているのかというチェックする機能というのはありますよね。どこ

にあるのでしょうか。 

長根経済部参事兼産業観光課長兼新型コロナウイルス感染症対策支援室室長補佐：お答え

いたします。 

 その指定管理に出しているところと我々との何かしらチェックをするところがあるのか

というところでございます。毎年、春先になれば、それぞれモニタリングということで、

その問題点はないかとか、指定管理上のトラブル、もしくは不都合ということで、毎年モ

ニタリングといいますか、チェックはしております。それで、お互いの意思疎通というの

が図れているのかなと考えてございました。 

 以上です。 

奥本委員：ありがとうございます。 

 そうしましたら、最後の質問だったので要望になるのですが、やはり指定管理とはいえ

ども、しっかりと市のチェックが、きちんとその状態がどうなのかという部分でチェック
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していかなければならないと私は思っています。チェック機能はしっかりと取っていただ

くよう要望して終わります。 

春日委員：成果報告書に基づきまして質問させていただきます。 

 はじめに２４ページの老人福祉センター管理費でございます。こちらの事業実績内容

に、老人福祉センター温泉浴場レストハウスやすらぎ荘の指定管理料、こちらに３,８２

８万５,０００円ほか修繕料等々ございます。この修繕料というのは、大まかでよろしい

ですけれども、どのような修繕を示しているのでしょうか。 

長根経済部参事兼産業観光課長兼新型コロナウイルス感染症対策支援室室長補佐：老人福

祉センターの修繕料、主なるものはどういうことかということの内容かと思います。 

 やった修繕の中で一番大きかったのは、市民の森の温泉浴場にございます脱衣場の洗面

台があるのですけれども、その洗面台の裏が腐ってしまっていて、経年劣化により腐って

ちょっと使用しづらくて、それを修繕したのが、金額的に１３４万２,０００円というこ

とで、一番大きい金額となっております。 

 あとは８件ほどの修繕を行いました。 

 以上です。 

春日委員：ありがとうございます。ただいまの御答弁ですと、施設内ということでの修繕

料というふうに受け止めましたけれども、実はこちらの施設の中、建物以外に、夜間は温

泉浴場、夜のですね、利用者の方から、この敷地内の夜間の照明が非常に暗いという、自

然が豊かですので、木々も、これはまたとてもいい景観ではありますけれども、照明が暗

い、このようなことで、この修繕料等、活用できるものなのでしょうか。または、この指

定管理、三沢市自治振興公社が指定管理を受けているわけですけれども、ここはこの修

繕、決算額のほうで示してありますけれども、これ以外に市として、例えばこの夜間照明

の明るくするための、こういう工事に関しては、市がプラスの予算をここに投入するもの

になるのでしょうか。 

長根経済部参事兼産業観光課長兼新型コロナウイルス感染症対策支援室室長補佐：お答え

いたします。 

 この老人福祉センターの修繕に市役所が修繕費を投入できるのかという御質問かと思い

ます。修繕は、当然我々のほうで予算化をいたしまして、修繕をするところでございま

す。 

 今、御指摘がございましたやすらぎ荘のほうの街灯の修繕ですが、そこには昨年度６３

万７,２００円で街灯のほうを修繕いたしました。まだ、実際まだ暗い、木が生い茂って

いて暗いという御指摘がございますので、足りない部分をまた修繕していきたいなと思っ

てございます。 

 以上です。 

春日委員：ありがとうございました。昨年度なさったということで、ついせんだってお聞

きしたものですから、申し訳ありません。再度、また必要に応じて照明を増設するとか、

必要な手だてをしていただければありがたいと思います。よろしくお願いいたします。 

 次は３１ページでございます。こちらは事業名予防費の中でありますけれども、この子

宮頸がん、もちろん、こちらの括弧書きに示しているとおり、これは何年来、様々な持続



- 35 - 

的な痛み、副反応があるということで、積極的な接種の勧奨は控えるよう勧告がある。こ

れは承知の上での質問でございます。 

 それでは、この三沢市は、ここ数年来ゼロで推移していると思っておりますけれども、

参考に県内自治体、またもし知り得ていれば他市町村、すみません、県外であっても、こ

の子宮頸がんワクチンの接種については、他自治体の状況はどのようなものであるか、も

し把握しているようでありましたら、参考にお聞かせください。 

小笠原市民生活部参事兼健康推進課長兼新型コロナウイルス感染症対策支援室室長補佐：

ただいまの回答しますと、今現在、三沢市もやっていないのですけれども、他の市町村も

やっているところはそんなにないだろうということで、調査というものをやっていません

ので、現在、それについての他の市町村の実施資料は、ちょっと持ち合わせていません。 

 以上です。 

春日委員：承知しました。これを積極的に調査してほしいということではありませんけれ

ども、私が今質問させていただきましたのは、やはりこれをやめたわけではありません

ね。積極的に勧奨を控えているということで、これまでも同様の質問をさせていただきま

したけれども、中にはワクチン接種したいなと思っている方がいるかもしれません。お一

人であっても、お二人であっても、人数が少なかろうと、こういうチャンス、ワクチンが

あるわけですから、全国の中に、私もつぶさに調査しているわけではありませんけれど

も、ゼロではないと受け止めておりますので、何かいい方法はあればなと思いでの質問で

ございました。 

 次に、この欄の高齢者の肺炎球菌ワクチンであります。平成３０年度は、接種率が５８

％でありました。令和元年度は３０.２％、少し下がっております。一頃、市の健康推進

課におきましては、この高齢者肺炎球菌ワクチン、春に該当年齢に達した人に通知のおは

がきと郵送でしたかしら、行くことになりまして、この範囲が期間が長いことから、うっ

かり忘れたり、そのうちと思っていること、そういう方のために再度接種勧奨のお知らせ

をお出ししていただいて、非常にありがたい取組でありましたけれども、それについてこ

こにはまだ反映されていないという受け止めでしたか。いつからでしたでしょうか。 

小笠原市民生活部参事兼健康推進課長兼新型コロナウイルス感染症対策支援室室長補佐：

それについては、今現在やっているのですけれども、接種につきましては、該当する人に

は手紙を差し上げて、案内は差し上げてますけれども、実績を見ますと、今年は一応、高

齢者の肺炎球菌の接種者数は４９１人と、すごく減っています。昨年度は１,２６１人と

いう、倍ぐらいいったのですけれども、今年度は何でこんなに受ける人がいなかったかと

いうのはちょっと私のほうでもなぜかというのは分からないのですが、もしかすれば、一

応インフルエンザ、新型コロナウイルスですね、その関係でもちょっとやはり２月、３

月、病院とかに行くのをみんな控えたという関係もあるのかなとは思います。 

 以上です。 

春日委員：ありがとうございました。そういうこともあるかもしれませんけれども、せっ

かくの機会、一生に一度といってもいいくらいの肺炎球菌ワクチンであります。肺炎で入

院したり、命を落とす方も多くございますので、ぜひ、せっかくの機会ですので、担当課

としても努力はされていると思いますけれども、またこちらの接種率がアップできるよう
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にと願っております。 

 次は、４０ページであります。事業名は移動等円滑化促進事業費、今回この事業、実績

内容拝見したとおり、高齢者・障害者等の移動等の円滑の促進に関する法律の改正法に基

づき云々とございました。今後、こういうふうに調査、協議会を実施したということであ

りますので、今後、どのようにこれが反映されていくのか、お聞かせください。 

大塚政策調整課長：バリアフリーマスタープランの今後の予定についてお答えいたしま

す。 

 昨年度、バリアフリーマスタープランの素案を策定いたしまして、今年度、パブリック

コメントを経た後に、また協議会において諮りまして、大体予定でありますと１２月下旬

頃にバリアフリーマスタープラン、そしてバリアフリーマップを作成いたしまして、それ

に基づいた高齢者及び障害者の移動等の円滑化の促進を図っていきたいと考えておりま

す。 

 以上です。 

春日委員：ありがとうございます。 

 昨今、課長の元にも直接お声を届けた経緯がございました。これに関連するかどうか

は、ちょっと私では推しはかることはできませんけれども、優しいまちづくりの一環とし

て、高齢者の方々が徒歩で街中をお買い物等々、用事を足すために移動していく中で、や

はり一休みする場所が欲しいという声が、これまでずっと届いてまいりました。こういう

中でのこのたびの移動等円滑化促進事業の中で当てはまるかどうかは、ちょっと私ではよ

く分からなくて申し訳ないですけれども、例えば徒歩で移動する際に、こういう街中に

折々にベンチの設置、一休みをして、また自宅までお帰りになる、移動して歩くというよ

うな、こういう取組はいかがでしょうか。 

大塚政策調整課長：ただいまの御質問、徒歩で移動する際のベンチ等の設置についての可

否についてお答えいたします。 

 今後、このバリアフリーマスタープラン、そしてバリアフリーマップの作成を進めてい

く上では、この具体的に、マスタープランですので、ベンチの設置とか、そういった記載

はございませんが、今後、高齢者及び障害者等の御意見を反映させながら、そういった施

策のほう取り組んで、検討してまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

春日委員：ありがとうございました。ぜひ前向きに設置されればいいなという希望を持っ

てございます。 

 次は、４９ページです。事業名は救急体制整備費、これまで、消防本部の中でも救急講

習会をずっと実施していただいておりまして、こちらの受講者数の１,９１６名というの

は承知してございます。ここ数年来、充実に努めていただいているというふうに認識して

いるところでありますけれども、これまでおおよそ、市民の全体的におよそ何％ぐらいの

受講率であったか、参考にお聞かせください。 

浅野消防本部警防課長：ただいまの質問にお答えします。少々お待ちください。 

 パーセンテージはちょっと出していないのですけれども、トータル人口では、トータル

の講習者数にあっては、２万９,０００人程度受講しております。 
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 以上になります。 

春日委員：ありがとうございます。 

 おおよそ、これにちょっと固執しているわけではありませんけれども、そこの事業効果

の中にも示しているとおり、不測の事態にも対応できる救命のための知識を深める、もち

ろん言うまでもなく、非常に大切な取組であります。それでは、これまで受講していらし

た方の中で、そういう場面に遭遇して、街中にあるコンビニ等、公共施設等々、ＡＥＤが

設置されてございますけれども、こういう場面に遭遇して、救命措置をできた方、そうい

う事例はありましたでしょうか。 

浅野消防本部警防課長：ただいまの質問にお答えします。 

 去年にあっては１件、トータルで２件の行為があります。 

 以上でございます。 

春日委員：ありがとうございます。 

 今、この質問をさせていただいた私の胸の内でありますけれども、多くの方が、言うま

でもなく講習会を受けていただければこれに越したことはございません。こういう市民の

方でも、救急隊員のみならずの方でも救命措置ができるということの、何かこういう皆さ

んにそういう事例をお知らせするような、今の２名というふうにお聞きしたところでした

けれども、どういう機会でとか何かあったでしょうか。私は、こういうふうにして、また

多くの方が受講するきっかけにもなればいいなという、そういう思いでございましたけれ

ども、この２名の、２件、今まであった事例の中で、何かの形でお知らせとか周知といい

ますか、あったでしょうか。 

浅野消防本部警防課長：ただいまの質問にお答えします。 

 協力者表彰と言いまして、救急の日等によって、感謝状等を贈呈しております。マック

テレビと新聞社等を招待して、広報しております。 

 以上です。 

春日委員：ありがとうございました。何か確認をさせていただいて、ぜひ多くの方がまた

受講していただきたいという思いでの質問でございました。 

 その下の非常備消防費でございます。こちらの消防団員数、条例定数は３２０名でござ

います。２９５名となってございます。様々な背景がございますので、御事情があって退

団していく方、これ致し方ない部分もあるかと思いますけれども、２９年から３０年は１

１名減、そして３０年度から令和元年は１４名の減であるというふうに私なりに思ってい

るところであります。 

 こちらの事業効果の中にも、消防団員の加入促進に努めたとのことでございます。私も

救急フェアですとか、消防団の方がこういう啓発活動している場面を直接拝見した経緯が

ございましたけれども、これどういう、具体にですね、私が知り得ないものもあるかと思

いますけれども、この点について、加入促進に努めている内容についてお知らせくださ

い。 

浅野消防本部警防課長：ただいまの質問にお答えします。 

 市職員の兼職、団員のほうにも個別にですが、まだ募集をかけております。今後は、も

う少し市職員の方にも事情等を説明して、募集をかけていきたいと思っております。 



- 38 - 

 以上になります。 

春日委員：ありがとうございます。 

 私も、公務員も消防団員になれるということは承知してましたので、ぜひお願いしたい

と思っております。 

 そこで、昨年なのですけれども、青森市を会場に、全国の女性消防団員の集いがあった

かと思います。すみません、正式名称が承知していなくて申し訳ありませんけれども、全

国大会が青森県青森市で開催されたというふうに承知してございます。県内の、我が市

も、知り得ている範囲の中ですと２名、女性消防団の方がいらっしゃる。それ以降、増え

てらっしゃるかもしれませんけれども、数名でございます。 

 そこで、県内の女性消防団、もし把握している範囲でよろしいですけれども、県内の自

治体の中で、女性消防団は何名ぐらいいらっしゃるかお分かりになりますでしょうか。 

浅野消防本部警防課長：ただいまの質問にお答えします。 

 県内トータルしますと、女性消防団は５２５名になっております。 

 以上でございます。 

春日委員：ありがとうございます。かなりいらっしゃるなと、今感想を持ちました。 

 私も三沢市は、婦人防火クラブ、年々解散しているクラブもございますけれども、婦人

防火クラブは存続しつつ、女性消防団を増やしていく手だてはないのかなという思いがご

ざいます。もちろん男性が多いのは承知の上ですけれども、こうして年々減っていく、少

なく減少していくという事態の中で、こういうまた両面で市の職員の皆様の消防団員の加

入も促進しつつ、求めつつも、女性消防団の促進も併せて進めていくべきものじゃないか

というふうに考えますけれども、担当課としてはどのような御見解をお持ちでしょうか。 

浅野消防本部警防課長：ただいまの質問にお答えします。 

 これからはやはり女性消防団も多数入団してもらい、地域のために頑張っていただきた

いと考えております。現在、令和２年度現在では、消防団員、女性は４名の入団がありま

す。 

 以上であります。 

春日委員：ありがとうございます。ぜひよろしくお願いいたします。 

 次は５５ページです。事業名塵芥処理費、この中で、ほかの様々ごみに関する実績内容

が示されてございますけれども、ちょっと関心を持ちましたのは、この資源物回収であり

ます。売上額が２５０万９,２８７円、三沢市が、申し上げるまでもなく資源ごみと回収

しているこの中、示されてございますけれども、このリサイクル業者はどういう、市内、

市外、どういうところでございますか。 

岡部清掃センター所長：ただいまの御質問にお答えします。 

 当市では、リサイクルにしているものは、布、紙、ペットボトル、あと瓶、この４品と

なっております。 

 リサイクル業者のほうですが、うちは買い取りをしていただいております。全て三沢市

内の業者にお願いして、買い取っていただいております。 

 以上です。 

春日委員：ありがとうございます。そうしますと、今のお答えの中で、鋼材１６７.５２
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トンとありますね。これは今の売上げに入っていないということでしょうか。 

岡部清掃センター所長：ただいまの御質問にお答えいたします。 

 鋼材につきましては、運搬だけ三沢市の業者にお願いしまして、大変失礼しました。八

戸市にございます業者のほうでリサイクルかけております。 

 以上でございます。 

春日委員：ありがとうございました。ちょっと今後の展望、仕事ながらに、ちょっと思い

がありましてお聞きしました。ありがとうございます。 

 最後に７３ページでございます。図書館費であります。図書館は、言うまでもなく、こ

ちら指定管理で、指定管理者制度導入いたしましてから４年を迎えたということでありま

す。様々な充実に努めていただいているところでありますけれども、先般、図書館に伺っ

たときに非常に気になったのは、トイレでございます。トイレの環境が、私なりには悪い

と思いました。こちらのお聞きしますと、指定管理のこの予算の中でこういう現状を改善

することはできないということをお聞きしておりましたけれども、それでは、市として

は、図書館のこの現在のトイレの環境について、現状、どのように把握しているのかお聞

きいたします。 

山本生涯学習課長：ただいまの質問にお答えいたします。 

 そうですね、和式トイレがほとんどということで、利用者の皆様には大変御不便をおか

けしておりました。このたび、見直しをかけまして、今後、中期財政見通しに今年度の計

画として上げさせていただきましたので、もうしばしお待ちいただいて、財政課と調整し

て、今修繕のほうをしてまいりたいと考えております。 

春日委員：ありがとうございます。希望あるお答えでございました。 

 非常に現地を見ますと、申し上げるまでもなく、和式トイレ。洋式トイレがないわけで

す。ゼロではないですけれども、少ないですね。全階、全ての階にあるべきだと思いまし

て、現在の和式トイレも、ドアの開閉が非常に私としては不合理だと思っておりまして、

こちらに引くのではなくて、トイレ内に押すタイプですよね。非常に使いにくい。大変で

す。自分の身を収めるのに。こういう現状を長年このまま放置してきたとは申しませんけ

れども、早急に改善すべき、もちろん洋式トイレですね、というふうに思っております。

ぜひ早期に洋式トイレ、また改修がなされますことを希望しておりますので、よろしくお

願いいたします。 

 以上でございます。 

森委員長：そのほかございませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

森委員長：それでは、質疑を終結いたします。 

 討論を行います。 

奥本委員：私は、令和元年度三沢市一般会計歳入歳出、この決算認定について反対をいた

します。 

 その理由としましては、昨年度、元年度は、消費税１０％増税等、様々な公共料金、そ

れに伴う公共料金が引き上げられました。そしてまた、今、よくテレビ等でも宣伝してま

す、よく皆さんも耳にしますこのＳＤＧｓ、持続可能な開発目標。１人も取りこぼさな
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い、この地方公共団体の原点に帰れば、まずこの誰一人取り残されないためのこういう役

割、これが地方公共団体には求められていると思います。 

 そういう観点から、三沢市では、今日本に広がる相対的貧困、それから子供の貧困、そ

して高齢者の貧困、こういう解消するための具体的な対策、こういうものが大変見受けら

れない、この政策の中に見受けられない。そういうことから私はこの決算について反対を

いたします。 

森委員長：討論を終結します。 

 採決いたします。この採決は、挙手により行います。 

 認定第１号は、原案のとおり認定すべきものと決することに賛成の方の挙手を求めま

す。 

（賛成者挙手） 

森委員長：挙手多数であります。 

 よって、認定第１号令和元年度三沢市一般会計歳入歳出決算認定については、原案のと

おり認定すべきものと決しました。 

 次に、認定第２号令和元年度三沢市国民健康保険特別会計歳入歳出決算認定を議題とい

たします。 

 当局の説明を願います。 

工藤市民生活部長：認定第２号令和元年度三沢市国民健康保険特別会計歳入歳出決算の概

要について、御説明申し上げます。 

 令和元年度の三沢市国民健康保険事業は、都道府県が財政運営の主体となって２度目の

決算となり、堅実な財政運営を維持しながらも、疾病、負傷及び出産などに関して必要な

保険給付を行うとともに、健康の保持・増進を図るための保険事業などに取り組んだとこ

ろであります。 

 決算書の３０２ページ及び３０３ページを御参照願います。 

 はじめに、歳入から御説明申し上げます。 

 １款の国民健康保険税は、国民健康保険事業に要する費用に充てるための税金で、８億

５,３６７万５,１０５円となっております。 

 次に、２款の使用料及び手数料は、保険税の督促手数料で、６９万１,３００円となっ

ております。 

 次に、４款の県支出金は、財政運営の主体である青森県から医療給付に要する経費とし

て市町村に対して交付されるもので、２６億７７１万５,７９８円となっております。 

 次に、６款の繰入金は、低所得者に対する保険税の軽減分などに対する一般会計からの

繰入金のほか、国民健康保険診療報酬支払準備基金からの繰入金で、３億８,２７１万２,

０００円となっております。 

 次に、８款の諸収入は、保険税の延滞金などで、１,８５２万５,４９５円となっており

ます。 

 以上、歳入につきましては、合計で３８億６,３３１万９,６９８円となっております。 

 次に、歳出について御説明申し上げます。３０４ページ及び３０５ページを御参照願い

ます。 
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 １款の総務費は、人件費や事務費などで、７,８９２万８,０３７円となっております。 

 次に、２款の保険給付費は、医療費総額から自己負担分を除いた療養給付費や出産育児

一時金などで、２５億２,２３５万３,３３１円となっております。 

 次に、３款の国民健康保険事業費納付金は、財政運営の主体である青森県へ納付するも

ので、１１億３,７４９万６,７７４円となっております。 

 次に、４款の共同支出金拠出金は、退職者医療制度の事務費で、５９０円となっており

ます。 

 次に、６款の保健事業費は、健康増進事業の委託などに要した費用で、２,２５９万６,

２４８円となっております。 

 次に、９款の諸支出金は、保険税の還付金などで、１,４９６万７,７０７円となってお

ります。 

 以上、歳出につきましては、合計で３７億７,６３４万２,６８７円となっております。 

 この結果、歳入歳出差引きでは８,６９７万７,０１１円の剰余金が生じることになりま

すが、全額を国民健康保険診療報酬支払準備基金へ積み立てることとしております。 

 以上が、令和元年度三沢市国民健康保険特別会計歳入歳出決算の概要であります。よろ

しくお願い申し上げます。 

森委員長：それでは、質疑を行います。 

奥本委員：先ほどは失礼いたしました。それでは、国保について質問させていただきたい

と思います。 

 まず、３０９ページですね、これは欠損額というのがありますよね、不納。これは、ど

ういう事情で、このようなふうになったのか、お聞きしたいと思います。 

寺澤国保年金課長：少々お待ちください。 

 お答えいたします。不納欠損につきましては、地方税法に基づいて処分しているもので

あります。要は、その滞納分の徴収金が徴収できなくなったということなので、午前中で

税務課長が話していましたけれども、その対象者が不明になったとか、死亡したとか、そ

ういう理由で滞納として残っている分ということになります。例えば、あと５年の時効に

よって欠損というのもございます。根拠を地方税法に基づいて処分しているものになりま

す。 

 以上です。 

奥本委員：国保は、全国知事会がやはり財政的に大変厳しいということで、全国知事会が

国に対して１兆円この国保財政に投入してほしいというふうに申入れ、請願しているので

すけれども、そういう部分もあって、大変厳しい状況にはありますけれども、三沢市で

は、国民健康保険税引き上げたというふうな、何年か前にあったのですけれども、それで

今、赤字ではなく、基金に繰入れすることができるようになっていると認識しましたが、

これ今、全部で基金はどのぐらいたまっているのでしょうか。 

寺澤国保年金課長：基金につきましてお答えいたします。 

 令和元年度の剰余金が８,６９７万７,０１１円ございます。全額基金のほうに投入をい

たしますと、３億９,５８５万７,２７１円となります。 

 以上です。 
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奥本委員：基金のほうがどんどんたまってきているような印象を受けるのですけれども、

ぜひ、先ほども滞納がまたこの欠損分になっているということでしたけれども、いろんな

事情があるかもしれませんが、払いたくても払えないような、そういうふうな所得が低い

方、無職でも国保払わなきゃいけないので、そういうふうな部分でそういった方々が、払

えないでいる人たちがいるのではないかなと思うのですけれども、今そういう事情を抱え

ている人はどのぐらいいるのかということは、今分かっていますでしょうか。 

寺澤国保年金課長：滞納者の世帯数でよろしいでしょうか。令和２年７月末時点で６６３

世帯、国保世帯に対する滞納者率１３％というふうに把握はしております。また、短期証

の交付枚数につきましては２７８世帯、資格証につきましては１０６世帯ということに

なってございます。 

 以上です。 

奥本委員：これは、私、一般質問でも取り上げた経緯があるのですけれども、こういった

短期、また資格証明書の方々、なかなかこういった方々が短期になれば、役所に来てその

分、払える分を窓口で払って、短期もらって病院に行くというような方もいらっしゃると

思うのですけれども、もう資格証明書の方もそうですけれども、そういった方々が、やは

りやむを得ないで払えない、その払えない理由をしっかりと調査して、そういう部分で保

険証をその方たちに渡す必要があるのではないかなと思うのですが、いかがでしょうか。 

寺澤国保年金課長：お答えいたします。 

 短期証の交付につきましては、定期的に市のほうに来ていただきまして、生活状況等々

の納税相談といいますか、納付相談といいますか、合わせてそういう生活状況を聞き取り

をいたしましております。また、短期証の延長の保険証を交付しておりまして、保健短期

証につきましても、資格証につきましても、医療を受ける権利を阻害しているものではあ

りませんので、きちんと市のほうに事情を説明をしていただければ、保険証の交付はして

おります。 

奥本委員：それは、質問のときも伺いましたけれども、受けることはできる。でも、保険

証がないばかりに、役所には足を運べばない、そういった方々がいらっしゃるのではない

かと危惧しております。それがまた、重症化することにつながるのではないかなと危惧し

ております。 

 そこでぜひ、長野県では、やはり払えない、払えないのであればどうして払えないの

か、そういうふうな部分を解決する、そして、保険証は保険証で渡す、そういうふうな自

治体もあります。ですので、そういう方向で要望として挙げておきますけれども、お考え

いただきたいと思います。 

 先ほど、大変失礼したみなし健診についてでございます。 

 成果報告書の１０１ページ、やはり三沢市はこの健診を受けるパーセンテージが低いと

県内でも言われております。東北町では、健康診断が無料で受けられるというふうに、国

保ですね、聞いております。そういう中で、それも含めて、健診率を上げるというふうな

方法、これもお考えになってはいかがかなと思うのですけれども、いかがでしょうか。 

寺澤国保年金課長：すみません、先ほどの質問の最後のほうがうまく聞き取れなかったの

で、すみません、もう一度お願いします。 



- 43 - 

奥本委員：届きませんでしたか。もっと大きな声で。 

 そうしましたら、三沢市は、健診率が低いということで、東北町では国保の方が無料で

健診を受けられるというふうな報道をしております。それも含めて、みなし健診という、

かかりつけ医でいろいろ検査をしたときに、健診と同じようにみなすという部分も含め

て、健診率の向上、この対策としては、どのようにお考えでしょうか。 

寺澤国保年金課長：お答えいたします。 

 特定健診の受診率を上げる対策として、みなし健診も採用しております。が、みなし健

診につきましては、かかりつけ医の受診では、医学的管理の一環として必要な検査項目を

検査するわけではございませんので、ここにも実績で上がっておりますけれども、元年は

１５人、これでも３０年度に比べれば３人増えてはおります。 

 三沢市といたしましては、特定検診の受診率を上げるために、集団健診につきまして

は、三沢市も自己負担がない、なくて健診を受けれる状態にはしておりますけれども、

個々の集団健診で受診率を上げるために、今年度は受診日を今までよりも３日増やしまし

て、２５日間というふうに延長した対応で、受診率向上のために対策を取っております。 

 以上です。 

森委員長：それでは、質疑ありませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

森委員長：それでは、質疑を終結します。 

 討論を行います。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

森委員長：討論を終結します。 

 採決します。 

 認定第２号は、原案のとおり認定すべきものと決することに御異議ございませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

森委員長：御異議なしと認めます。 

 よって、認定第２号令和元年度三沢市国民健康保険特別会計歳入歳出決算認定について

は、原案のとおり認定すべきものと決しました。 

 次に、認定第３号令和元年度三沢市食肉処理センター特別会計歳入歳出決算認定につい

てを議題といたします。 

 当局の説明を願います。 

関経済部長兼新型コロナウイルス感染症対策支援室長：認定第３号令和元年度三沢市食肉

処理センター特別会計歳入歳出決算書の概要について御説明申し上げます。 

 決算書の３５２ページ及び３５３ページの総括表を御参照願います。 

 三沢市食肉処理センター事業は、市内を中心とした養豚生産者から搬入された豚を屠畜

解体処理の上、誘致企業であるスターゼンミートプロセッサー株式会社に出荷しているも

のであり、生産性の向上や維持管理、コストの削減、新規出荷者の誘致活動などによる処

理頭数の確保に努めております。 

 また、ＨＡＣＣＰに基づいた国際的なマネジメントシステムであるＳＱＳの継続認証を

受け、当センターにおける食肉が国際基準で安全かつ高品質であることが認定されるな
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ど、食肉処理の衛生管理体制の強化につきましても同時に推進してきたところでありま

す。 

 このようなことから、令和元年度における三沢市食肉処理センターの処理頭数実績は４

８万６,７９４頭となり、前年度と比較して２万２,７３１頭、５％の増となったところで

あります。 

 令和元年度決算につきましては、歳入決算額が１１億７,３１５万９４７円となり、予

算額と比較しますと５,７４４万８,９４７円の増となっております。また、歳出決算額は

１０億５,９０６万２,１９５円で、予算残額は５,６６３万９,８０５円となっておりま

す。これによって、歳入歳出差引き残額は１億１,４０８万８,７５２円となったところで

あります。 

 なお、当該歳入歳出差引き残額につきましては、同額を翌年度に繰り越しております。 

 次に、歳入の主なものについて御説明申し上げます。 

 まず、１款事業収入につきましては、養豚生産者等から市に納付される各種使用料等で

ありますが、決算額が１１億８,０７６万６,８２７円となっております。 

 ２款分担金及び負担金につきましては、隣接する荷受け会社と排水処理施設を共同利用

していることから負担としていただいている維持管理経費負担金で７８７万８,１９４円

となっております。 

 ３款財産収入は、基金利子で９万９６１円。５款繰越金は、前年度からの繰越金で５,

６４１万４,４５６円。６款諸収入は、預金利子で５０９円となっております。 

 次に、歳出の主なものについて御説明申し上げます。 

 １款事業費につきましては、決算額が８億７,２８３万２,８４５円となっており、その

主な内訳といたしましては、三沢畜産公社に対する指定管理料が７億９,０３１万７,４７

３円、食肉処理センター養豚生産者協議会補助金などの負担金補助及び交付金が２６５万

円、食肉処理センターにおける各工事請負費が１,５８３万１００円、地方財政法第７条

に基づく剰余金として基金積立金が２,８２９万８,９６０円などとなっております。 

 次に、２款公債費につきましては、１億８,６２２万９,３５０円となっており、その内

訳といたしましては、平成２６年度の三沢市食肉処理センター大規模改修に伴う長期債の

元金償還が１億５,７２１万２,５８４円、利子償還が２,９０１万６,７６６円となってお

ります。 

 以上が、令和元年度三沢市食肉処理センター特別会計歳入歳出決算の概要であります。

よろしくお願い申し上げます。 

森委員長：それでは、質疑を行います。ありませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

森委員長：質疑を終結いたします。 

 討論を行います。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

森委員長：討論を終結します。 

 採決します。 

 認定第３号は、原案のとおり認定すべきものと決することに御異議ございませんか。 
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（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

森委員長：御異議なしと認めます。 

 よって、認定第３号令和元年度三沢市食肉処理センター特別会計歳入歳出決算認定につ

いては、原案のとおり認定すべきものと決しました。 

 次に、認定第４号令和元年度三沢市農業集落排水事業特別会計歳入歳出決算認定につい

てを議題といたします。 

 当局の説明を願います。 

新堂上下水道部長：認定第４号令和元年度三沢市農業集落排水事業特別会計歳入歳出決算

の概要について御説明申し上げます。 

 はじめに、歳入歳出の決算額を申し上げます。決算書の３７６ページを御参照願いま

す。 

 歳入の決算合計額は２億４,４８３万９,９７３円で、対する歳出の決算合計額は２億

３,１５９万３,７５１円となっております。この結果、歳入から歳出を差し引いた残額は

１,３２４万６,２２２円となっております。なお、令和２年４月１日から当該農業集落排

水事業特別会計は、公営企業法を適用した企業会計へと移行していることから、残額につ

きましては、引継金として企業会計の下水道事業へ引き継ぐものです。 

 それでは、歳入の主なるものを科目順に御説明いたします。 

 １款事業収入は、農業集落排水施設に係る使用料等の収入で３,９８３万９８８円と

なっております。 

 ２款国庫支出金は、農業集落排水事業費国庫補助金で２００万円となっております。 

 ３款繰入金は、一般会計からの繰入金で１億９,２８６万４,０００円となっておりま

す。 

 ４款繰越金は、前年度からの繰越金で８５７万９,９８５円となっております。 

 ５款諸収入は、消費税還付金及び還付加算金で１５６万５,０００円となっておりま

す。 

 次に、歳出について御説明申し上げます。 

 １款の事業費につきましては、一般管理費及び汚水処理費で６,６５７万６,４５３円と

なっております。 

 ２款公債費は、市債の元金及び利子償還金で１億６,５０１万７,２９８円となっており

ます。 

 以上が、令和元年度三沢市農業集落排水事業特別会計歳入歳出決算の概要であります。

よろしくお願い申し上げます。 

森委員長：それでは、質疑を行います。ありませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

森委員長：質疑を終結します。 

 討論を行います。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

森委員長：討論を終結します。 

 採決します。 
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 認定第４号は、原案のとおり認定すべきものと決することに御異議ございませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

森委員長：御異議なしと認めます。 

 よって、認定第４号令和元年度三沢市農業集落排水事業特別会計歳入歳出決算認定につ

いては、原案のとおり認定すべきものと決しました。 

 次に、認定第５号令和元年度三沢市下水道事業特別会計歳入歳出決算認定についてを議

題といたします。 

 当局の説明を願います。 

新堂上下水道部長：認定第５号令和元年度三沢市下水道事業特別会計歳入歳出決算の概要

について御説明申し上げます。 

 はじめに、歳入歳出の決算額を申し上げます。決算書の３９８ページを御参照願いま

す。 

 歳入の決算合計額は１９億７１６万５,２１３円で、対する歳出の決算合計額は１８億

６,５５７万１,０４７円となっております。この結果、歳入から歳出を差し引いた残額は

４,１５９万４,１６６円となっております。なお、令和２年４月１日から当該下水道事業

特別会計は、公営企業法を適用した企業会計へと移行していることから、残額につきまし

ては、引継金として企業会計の下水道事業へ引き継ぐものです。 

 それでは、歳入の主なるものを科目順に御説明いたします。 

 １款の事業収入は、下水道使用料及び受益者負担金による収入で４億３,２４１万１,４

５２円となっております。 

 ２款国庫支出金は、下水道事業費国庫補助金で２億６,６０１万１,０００円となってお

ります。 

 ３款繰入金は、一般会計からの繰入金で５億４,９０１万１,０００円となっておりま

す。 

 ４款繰越金は、前年度繰越金で２,１０８万１,７６１円となっております。 

 ６款の市債は、下水道事業債で６億３,８６７万円となっております。 

 次に、歳出について御説明申し上げます。 

 １款の事業費につきましては、一般管理費、汚水処理費及び公共下水道建設費で８億

７,５３７万７,４３３円となっております。 

 ２款公債費は、起債の元金及び利子償還金で９億９,０１９万３,６１４円となっており

ます。 

 以上が、令和元年度三沢市下水道事業特別会計歳入歳出決算の概要であります。よろし

くお願い申し上げます。 

森委員長：それでは、質疑を行います。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

森委員長：質疑を終結します。 

 討論を行います。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

森委員長：討論を終結します。 
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 採決します。 

 認定第５号は、原案のとおり認定すべきものと決することに御異議ございませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

森委員長：御異議なしと認めます。 

 よって、認定第５号令和元年度三沢市下水道事業特別会計歳入歳出決算認定について

は、原案のとおり認定すべきものと決しました。 

 次に、認定第６号令和元年度三沢市介護保険特別会計歳入歳出決算認定についてを議題

といたします。 

 当局の説明を願います。 

篠田福祉部参事兼福祉部長心得兼生活福祉課長：認定第６号令和元年度三沢市介護保険特

別会計歳入歳出決算の概要につきまして、決算書の４２６ページから４２７ページの予算

額決算額総括表に基づき御説明申し上げます。 

 第７期介護保険事業計画の２年次であります令和元年度は、地域包括ケアシステムと保

険機能強化の推進に重点を置き、介護予防事業及び介護給付適正化などの諸施策を積極的

に実施することで、適正な介護保険給付の実施と適切な介護保険サービスの提供を図り、

持続的な介護保険制度の運営に努めたものであります。 

 それでは、歳入から御説明を申し上げます。 

 １款の保険料は、第１号被保険者の保険料でありますが、決算額は７億６,１８７万９,

３３０円となったところであります。 

 ２款の使用料及び手数料は、保険料の督促手数料でありますが、決算額は７万３,８０

０円となったところであります。 

 ３款の国庫支出金につきましては、国からの介護給付費負担金及び調整交付金などの国

庫補助金で、決算額は８億８,７８４万１,７００円となったところであります。 

 ４款の支払基金交付金は、第２号被保険者から徴収した納付金で、決算額は８億７,８

０５万５,６１１円となったところであります。 

 ５款の県支出金は、県からの介護給付費負担金及び地域支援事業交付金であり、決算額

は４億９,６６９万８,２１３円となったところであります。 

 ６款の財産収入は、介護保険給付費支払準備基金の預金利子で、決算額は８,８３４円

となったところであります。 

 ７款の繰入金は、介護給付費、職員人件費、事務費等に対する一般会計からの繰入金

で、決算額は５億５,５１５万２,０００円となったところであります。 

 ８款の繰越金は、前年度決算剰余金からの基金積立金を差し引いた金額で、決算額は

６,８８４万２,２５１円となったところであります。 

 ９款の諸収入は、要支援者に対し地域包括支援センターが作成する計画書に対し支払わ

れる介護報酬費などで、決算額は１,６６６万３,４９３円となったところであります。 

 以上、歳入につきましては、決算額３６億６,５２１万５,２３２円となり、前年度に比

較して１,３４８万４,８８１円、０.４％の増となったところであります。 

 次に、歳出について御説明申し上げます。 

 １款の総務費は、職員の人件費や事務費のほか、介護認定審査会費、介護予防支援事業
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費等に要した費用で、決算額は１億１,５５４万６,９４８円となったところであります。 

 ２款の保険給付費は、居宅及び施設における介護サービス等諸費及び介護予防サービス

等諸費、高額介護サービス等諸費並びに特定入所者介護サービス等費などで、決算額は３

２億６,３８６万５,９６４円となったところであります。 

 ４款の地域支援事業費は、介護予防事業及び地域包括支援センター運営に係る費用で、

決算額は１億８,３２３万７,３０２円となったところであります。 

 ５款の基金積立金は、介護保険給付費支払準備基金積立金に係る利息を積み立てたもの

で、決算額は８,８３４円となったところであります。 

 ７款の諸支出金は、平成３０年度の国庫支出金等の確定による返還金で、決算額は２,

１６７万５,２４１円となったところであります。 

 以上、歳出につきましては、決算額３５億８,４３３万４,２８９円となり、前年度に比

較して７,０２８万９,１８９円、２％の増となったものであります。 

 この結果、歳入歳出差引きで８,０８８万９４３円の剰余金となりました。この剰余金

につきましては、三沢市介護保険給付費支払準備基金条例に基づき全額を積立ていたしま

した。 

 以上が、令和元年度三沢市介護保険特別会計歳入歳出決算の概要であります。よろしく

お願い申し上げます。 

森委員長：それでは、質疑を行います。 

奥本委員：それでは、質問させていただきます。 

 国保もそうですけれども、介護保険料も高齢者の方々が容赦なく年金から天引きされ

て、本当に手元に残る年金が少なくなっていくと嘆いている声を私は結構聞いておりま

す。そうした中で、やはり介護を受けなくても元気に対応できる、元気な高齢者の皆さ

ん、本人にとっても元気なことはいいので、そういう部分で、介護予防支援事業というの

が重要になってくると思いますが、このことについての事業等効果、これをすることに

よって、介護を受ける方の重篤化といいますか、重症化といいますか、そういう部分をど

のようにこの事業、効果として挙げられるのか、ちょっとその辺を伺いたいと思います。 

田中介護福祉課長兼地域包括支援センター長：介護予防サービス事業について御説明いた

します。 

 介護予防といたしましては、家に閉じこもらないように、外に出ていただけるように、

からだぴんぴん体操教室であったり、あと地域、それぞれの寺子屋がありますけれども、

そちらの支援であったり、あと通所型の介護予防なども支援しているところでございま

す。介護予防に力を入れることによって、将来的に介護給付費のほうが抑制されると考え

ております。 

 以上であります。 

奥本委員：すみません、その効果を、ちょっとそれもお聞きしたかったのですけれども。

例えば、介護の５の方が減っているのか、新たに増えている高齢者の、どんどん高齢化進

んでいくと思うのですけれども、高齢者の皆さん元気に活動されているのか、効果を

ちょっとお聞きしたいと。 

田中介護福祉課長兼地域包括支援センター長：介護予防の効果についてお答えいたしま



- 49 - 

す。 

 平成３０年度の被保険者数は１万１２１人、元年度は１万２４１人と僅かながら増えて

いるところではありますが、介護度のついている認定者数の数は、１,７０６人から、元

年度には１,６２７名と、認定者数は僅かではありますが減少しております。 

 以上であります。 

奥本委員：ありがとうございます。 

 効果が出ているということで、数値に表れているのだと思いますが、また要支援１、２

の総合事業、これ本当にちょっと大変だと思うのですけれども、この総合事業については

どういう、今現状、取組があるのでしょうか。 

田中介護福祉課長兼地域包括支援センター長：すみません、少々お待ちください。 

 総合支援事業についてお答えいたします。 

 シルバー人材センターのほうに高齢者の生活支援サービスをする事業のほか、配食サー

ビスについては、社会福祉協議会のほうに業務委託して、給食を配食するサービスなど

行っているところであります。 

 以上です。 

奥本委員：ありがとうございます。 

 国が介護保険事業のほうから総合事業のほうに要支援１、２を、市が独自に新事業する

というふうに変えました。その中で、独自に総合事業になかなか着手できない自治体とい

うのが多くて、まずいろんな団体を募集しなければならないのだと思うのですけれども、

そのなり手がなかなか見つからないというようなこともお聞きしておりました。 

 やはり今、高齢者社会が本当に今目前に、超高齢化社会になるということを前にして、

本当に受けたいサービスをしっかりと受けられるような、そういうふうな介護保険事業に

しなければならないのではないかなと思っております。決して介護を受けさせない、介護

を抑制するというような、そういう方向にいかないように、しっかりと対応していただく

ことを要望して、質問を終わります。 

森委員長：そのほかございませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

森委員長：質疑を終結します。 

 討論を行います。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

森委員長：討論を終結します。 

 採決します。 

 認定第６号は、原案のとおり認定すべきものと決することに御異議ございませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

森委員長：御異議なしと認めます。 

 よって、認定第６号令和元年度三沢市介護保険特別会計歳入歳出決算認定については、

原案のとおり認定すべきものと決しました。 

 次に、認定第７号令和元年度三沢市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算認定について

を議題といたします。 
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 当局の説明を願います。 

工藤市民生活部長：認定第７号令和元年度三沢市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算の

概要について御説明申し上げます。 

 令和元年度の事業といたしましては、後期高齢者の医療費に対する保険料を確保すると

ともに、適正な医療給付に努めたところであります。 

 決算書の４８０ページ及び４８１ページを御参照願います。 

 はじめに、歳入から御説明申し上げます。 

 １款の後期高齢者医療保険料は、被保険者から納入していただく保険料で、２億７,７

７５万２００円となっております。 

 ２款の使用料及び手数料は、保険料の督促手数料で、６万９,４００円となっておりま

す。 

 ３款の繰入金は、事務費や保険基盤安定に係る一般会計からの繰入金で、１億１,５７

５万２,０００円となっております。 

 ４款の諸収入は、保険料の延滞金のほか、広域連合からの保険料還付金や特定健診事業

に係る広域連合からの業務委託料などで、６７５万６,４６３円となっております。 

 ５款の繰入金は、前年度の剰余金であり、４９０万９４８円となっております。 

 以上、歳入につきましては、合計で４億５２２万９,０１１円となっております。 

 次に、歳出について御説明を申し上げます。 

 １款の総務費は、人件費や事務費などであり、２,８３１万２,２９５円となっておりま

す。 

 ２款の後期高齢者医療広域連合納付金は、被保険者からの保険料等や基盤安定負担金を

青森県後期高齢者医療広域連合に対して納付するもので、３億６,８２３万４,４１０円と

なっております。 

 ３款の保健事業費は、特定健診事業に係る事務費で、５６７万１,３０８円となってお

ります。 

 ４款の諸支出金は、保険料の還付金や還付加算金で、１１２万５,５００円となってお

ります。 

 ５款の保険給付費は、後期高齢者医療高額介護合算療養費で、３９万７,３１３円と

なっております。 

 以上、歳出につきましては、合計で４億３７４万８２６円となっております。 

 この結果、歳入歳出差引きでは、１４８万８,１８５円の剰余金が生じることとなり、

当該余剰金につきましては翌年度に繰り越すこととしております。 

 以上が、令和元年度三沢市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算の概要であります。ど

うぞよろしくお願い申し上げます。 

森委員長：それでは、質疑を行います。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

森委員長：質疑を終結します。 

 討論を行います。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 
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森委員長：討論を終結します。 

 採決します。 

 認定第７号は、原案のとおり認定すべきものと決することに御異議ございませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

森委員長：御異議なしと認めます。 

 よって、認定第７号令和元年度三沢市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算認定につい

ては、原案のとおり認定すべきものと決しました。 

 次に、認定第８号令和元年度三沢市水道事業会計決算認定についてを議題といたしま

す。 

 当局の説明を願います。 

新堂上下水道部長：認定第８号令和元年度三沢市水道事業会計決算の概要について御説明

申し上げます。 

 令和元年度水道事業会計の予算執行に当たりましては、「安全安心な水 未来につなぐ 

みさわの水道」の基本理念に、将来にわたっての水の安全性及び安定性を確保するため、

各施設の整備改善に努めたところです。 

 主な事業としましては、平成２９年度から始めた４年間継続事業、（仮称）南部配水場

整備事業実施したほか、耐震性の弱い管路の耐震化工事を実施いたしました。 

 それでは、水道事業会計の決算書の２ページを御参照願います。 

 ２ページ左上、（１）収益的収入及び支出のうち、はじめに収入について御説明いたし

ます。 

 第１款事業収益の第１項営業収益は、水道料金の収益で、決算額は３ページの決算額欄

６億７,８８３万４,７４０円となっております。次に、第２項営業外収益は、長期前受金

戻入が主なもので、１億５,７２２万８３８円となっております。第３項の特別収益は、

退職給付引当金戻入が主なもので、７２１万６,８５２円となっております。以上、第１

款事業収益の決算額は、８億４,３２７万２,４３０円となっております。 

 次に、２ページ下段の支出について御説明申し上げます。 

 第１款事業費用の第１項営業費用は、機械類を含めた施設減価償却費のほか、電気料及

び人件費が主なもので、決算額は６億４,５７１万２,１６０円となっております。第２項

営業外費用は、企業債の利益償還金が主なもので、３,７０６万５０円となっておりま

す。第３項特別損失は、水道料精査によるもので、１１万９,１３９円となっておりま

す。以上、支出、第１款事業費用の決算総額は、６億８,２８９万１,３４９円となってお

ります。 

 なお、収入から収支を差し引いた当年度純利益は１億１,４６５万６,７２０円となった

ところです。 

 次に、４ページを御参照願います。（２）資本的収入及び支出です。 

 第１款資本的収入の第１項企業債は、（仮称）南部配水場整備及び老朽管改修に伴うも

ので、３億５,３９０万円となっております。第２項補助金は、整備及び改修に伴う国庫

補助金で、４億５,６３４万５,０００円となっております。第３項負担金は、連動部分の

排水管切り回し工事に係る費用で、４１万６,０９９円となっております。以上、第１款
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資本的収入の決算総額は、８億１,０６６万１,０９９円となっております。 

 次に、支出について御説明いたします。 

 第１款資本的支出の第１項建設改良費は、施設整備に伴うもので、決算額は１０億４,

９７０万１,１３６円となっております。第２項企業債償還金は、９,３３８万７,３９６

円となっております。以上、第１款資本的支出の決算総額は、１１億４,３０８万８,５３

２円となっております。 

 この結果、資本的収支及び支出の差引き額は、３億３,２４２万７,４３３円の不足とな

り、この不足に対する補塡は当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額４,４９３

万６,７５５円のほか、減債積立金９,３３８万７,３９６円及び損益勘定留保資金１億９,

４１０万３,２８２円をもって補塡しております。 

 次に、財務諸表にて、純利益及び剰余金等について御説明いたします。９ページの損益

計算書を御参照願います。 

 １番から６番までの各収益及び支出費用を差し引いた当年度純利益は１億１,４６５万

６,７２０円となっております。 

 次に、１０ページ、１１ページ、剰余金計算書です。剰余金のうち、未処分利益剰余金

は、２億８０４万４,１１６円、内訳としては、減債積立金の使用分が９,３３８万７,３

９６円で、当年度純利益は１億１,４６５万６,７２０円となっております。 

 次に、１２ページを御参照願います。剰余金処分計算書です。 

 水道事業の設置等に関する条例に基づき、決算において生じた未処分利益剰余金の２億

８０４万４,１１６円のうち純利益の１億１,４６５万６,７２０円を減債積立金に積み立

て、９,３３８万７,３９６円を資本金に組み入れるものです。 

 以上、次ページ以降の貸借対照表及び決算附属書類を添付し、令和元年度三沢市水道事

業会計の決算概要説明といたします。よろしくお願い申し上げます。 

森委員長：それでは、質疑を行います。 

奥本委員：それでは、質問させていただきます。 

 水道料金、昨年消費税の増税に伴って、消費税とさらに水道料金が引き上げられまし

た。施設の老朽化に伴う更新費用、耐震化費用の確保のために改定をお願いすることにな

りましたというふうにあります。確かに施設の老朽化に伴う更新費用というのはどうして

もかかることだと思いますが、これ、全て水道料金に転嫁するということになれば、消費

税も含めて、やはりそれを市民の皆さんが大変負担に思う、これがどんどん負担になって

くるのではないかと思っております。 

 そこで、この９ページの特別損失のところというのは、どういう内容でしょうか。 

山本水道課長：少しお時間を頂きたいと思います。 

 すみません。特別損失につきまして、ちょっと資料を持ち合わせていなかったので、後

で回答したいと思います。 

奥本委員：分かりました。現在、引き上げられたことによって、市民から、また払えない

方、水は命に関わることですから、水道料金払えないというような事態もいらっしゃるか

もしれません。現に、私、水道委員になっていたこともあるのですけれども、これまで赤

字になったことはなく、ずっと引上げを、市民の負担にならないようにと引上げをしてい
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なかったのですね。また、昨年１０月に消費税と一緒に引き上げるというようなことで、

滞納している方とかはどのくらいいらっしゃるのでしょうか。 

山本水道課長：滞納件数についてお答えいたします。滞納件数につきましては、令和２年

７月１日で、ちょっと人数のほうは具体的に把握しておりませんが、件数でいいますと

１,３０６件、７月現在で滞納件数がございます。この件数といいますのは、月１件とい

う数え方になりますので、人数というか、重複している。滞納件数ではなく、人数、１人

の方が１０件とか、そういう滞納件数がある場合もあります。 

 以上です。 

奥本委員：今、滞納者の方がずっと払えない状態が続いていて、人数ではなくそういう状

況が続いているというふうなことをお聞きしましたけれども、全国的に見ると、水道料金

の福祉減免制度というのがあります。これ、自治体が、例えば生活保護の方、児童扶養手

当を受けている方、市民税・県民税非課税の世帯、こういった方々に福祉減免制度、水道

料金の、こういうのを活用して制度をつくっている自治体もございます。決して多くはあ

りませんけれども、こういう部分で様々な引上げ、将来的に見て老朽化した施設、そうい

う部分改正していかなければならないのですけれども、全て料金に上乗せしていったら、

電気料金もそうですけれども、どんどんどんどん引き上げられていくのではないかと、そ

ういうことが懸念されるところです。また、下水道も一緒になれば倍になります。そうい

う部分で、この福祉減免ということについてはどのようにお考えでしょうか。 

山本水道課長：ただいまの質問にお答えいたします。 

 水道料金につきましては、企業会計でございますので、皆さん使用した量に合わせて平

等に徴収するというのが原則となっております。なので、水道事業自体では、そういう弱

者といいますか、支払いの滞っている方に対しての減免とか免除というのはちょっと難し

いかなと考えております。 

 以上です。 

奥本委員：大変、ちょっと後ろ向きな発言でがっかりしましたけれども、命に関わる問題

でもあります。やはり水道、水がないと生きていけませんから、そういう部分でも…。や

はり水道料金の営業収益、やはり、施設の老朽化とか、様々な新たに造る施設等々、その

分の建設費等も含めるとそういうふうになるのかなと思います。それはまたそれで別な、

本来であれば、いくら企業といっても公的な部分で運営しているわけですから、やはりそ

れは血の通った対応をしていただく。施設に関しては、様々な予算を使って、三沢市の財

政的な支援も受けてというような方法もあると思います。そういうことも含めて、今後対

策を考えていただきたいと思います。 

 以上で終わります。 

（「先ほどの特別損失の部分については……」と呼ぶ者あり） 

山本水道課長：今ちょっと資料を調べますので、しばし時間をいただいて、先に進めてい

ただければと思います。分かり次第、すぐに回答したいと思います。 

森委員長：課長。しっかりと自分たちがやった部分なのですから、よろしくお願いしま

す。 

山本水道課長：申し訳ありません。 
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森委員長：そのほかございませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

森委員長：質疑を終結します。 

 討論を行います。 

奥本委員：令和元年度三沢市水道事業、この会計について反対をいたします。 

 やはり、様々な、国保もそうですけれども、公的な、給料が上がらない中で、収入が上

がらない中で、様々な公的な料金がどんどん引き上げられていっています。本当に命に関

わるような状態で、また水道料金も今のままだとどんどん上げられていく。これに関して

は、何の努力もしないということで対応しているということに関して、まず反対をいたし

ます。 

 以上です。 

森委員長：そのほかございませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

森委員長：討論を終結します。 

 採決します。この採決は、挙手により行います。 

 認定第８号は、原案のとおり認定すべきものと決することに賛成の方の挙手を求めま

す。 

（賛成者挙手） 

森委員長：ありがとうございます。挙手多数であります。 

 よって、認定第８号令和元年度三沢市水道事業会計決算認定については、原案のとおり

認定すべきものと決しました。 

 次に、認定第９号令和元年度三沢市立三沢病院事業会計決算認定についてを議題といた

します。 

 当局の説明を願います。 

市川三沢病院事務局長：認定第９号令和元年度三沢市立三沢病院事業会計決算概要につい

て御説明申し上げます。 

 令和元年度三沢市立三沢病院事業会計の予算執行に当たりましては、医療制度改革のも

と、地域医療構想に沿った病院経営を進めることで、質の高い医療と充実したサービスを

提供することを目標に、収益の確保と経費の節減に努めてきたところでございます。 

 決算書の２ページ及び３ページを御参照いただきたいと思います。 

 （１）収益的収入及び支出のうち、収入について御説明申し上げます。 

 第１款病院事業収益の第１項医業収益は、入院収益と外来収益が主なもので、４７億

６,８４０万９,０７５円となりました。第２項医業外収益は、他会計補助金及び他会計負

担金が主なもので、８億３,９９９万３,１２１円となりました。第３項特別利益は、他年

度損益修正益、退職給付引当金戻入れが主なもので、１億１,２８５万１,０５０円となり

ました。これを合わせた病院事業収益の決算額は５７億２,１２５万３,２４６円となりま

した。 

 次に、支出について御説明申し上げます。 

 第１款病院事業費用の第１項医業費用は、給与費、材料費、経費が主なもので、５７億
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９,５５６万１,１２３円となりました。第２項医業外費用は、企業債支払い利息、雑支出

などが主なもので、２億６,３５３万７,１７２円となりました。これらを合わせた病院事

業費用の決算額は６０億５,９０９万８,２９５円となりました。 

 この結果、収支差引きでは、３億３,７８４万５,０４９円の損失となったところでござ

います。 

 続きまして、４ページ及び５ページを御参照いただきたいと思います。 

 （２）資本的収入及び支出のうち、収入について御説明申し上げます。 

 第１款資本的収入の第１項企業債は、医療機器整備事業債で１,０００万円となりまし

た。第２項出資金は、一般会計からの繰入金で１億５,３５２万７,０００円となりまし

た。第３項補助金は、国庫補助金と県補助金で１億１２９万３,０００円となり、これを

合わせた資本的収入の決算額は２億６,４８２万円となりました。 

 次に、支出について御説明申し上げます。 

 第１款資本的支出の第１項建設改良費は、心臓カテーテル機能強化システム整備事業費

のほか、営業設備費、リース資産購入費などが主なもので、１億３,４７４万３,４７６円

となりました。第２項企業債償還金は、企業債の元金償還で、２億７,６２７万５,６３７

円となり、これらを合わせた資本的支出の決算額は４億１,１０１万９,１１３円となりま

した。 

 この結果、財源不足となりました１億４,６１９万９,１１３円につきましては、当年度

分消費税及び地方消費税資本的収支調整額５６万６,２９８円で補塡し、なお不足する額

１億４,５６３万２,８１５円は一時借入金で措置いたしました。 

 次に、２０ページ、２１ページを御参照いただきたいと思います。 

 令和元年度の業務量について御説明申し上げます。 

 入院でございますが、年間の入院延べ患者数は６万１,０１４人で、前年度と比較いた

しますと１,４７２人の減となりました。また、１日平均患者数は１６６.７人で、前年度

と比較いたしますと４.５人の減となっておりますが、入院収益総額で１,２３７万７,４

４４円増収となったところでございます。 

 次に、外来でございますが、年間の外来延べ患者数は９万１,３７９人で、前年度と比

較いたしますと２,７５６人の増となりました。また、１日平均患者数は４１８.９人で、

前年度と比較いたしますと１４.７人の増となりましたが、外来収益は前年度とほぼ同額

の総額で１,０６０円の減収となったところでございます。 

 以上が、令和元年度三沢市立三沢病院事業会計決算の概要でございます。よろしくお願

い申し上げます。 

森委員長：それでは、質疑を行います。質疑ございませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

森委員長：質疑を終結します。 

 討論を行います。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

森委員長：討論を終結します。 

 採決します。 
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 認定第９号は、原案のとおり認定すべきものと決することに御異議ございませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

森委員長：御異議なしと認めます。 

 よって、認定第９号令和元年度三沢市立三沢病院事業会計決算認定については、原案の

とおり認定すべきものと決しました。 

 先ほどのです。水道課長、答弁がそろったそうですから。 

山本水道課長：すみません、答弁が遅れました。 

 先ほどの９ページにあります損益計算書の６番、特別損失の過年度修正金の内容につい

て御説明いたします。 

 これは、個人のお宅で漏水があった場合に、減免申請をしていただいて、その後その水

道料金が減免になるのですけれども、その分の費用でございます。 

 以上です。 

森委員長：いいですか、それで。奥本委員。 

 以上で、本委員会に付託された議案の審査は全て終了いたしました。 

 これをもって、決算審査特別委員会を閉会いたします。 

 御苦労さまでした。 

午後３時３５分 閉会   

 

以   上 

 

委 員 長   森   三 郎   


